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第1章  研究目的と論文構成 
 
1.1  研究の背景と目的 
現在，日本の食料・農業・農村を取り巻く環境は大きな転換期を迎えている。食料自給率の低下，
農業労働力の高齢化や個人主義社会での地域社会および資源維持困難性の増大等への対応が
大きな課題となっている。その一方で，全国各地で，地産地消，食と農の連携，農産物輸出，地域
ブランドの確立，都市と農村の共生・対流など，地域の創意工夫を活かした新たな動きが見られる。
国際情勢をみると，世界貿易機関（WTO：World Trade Organization）農業交渉や，経済連携協定
（EPA：Economic Partnership Agreement）/自由貿易協定（FTA：Free Trade Agreement）の締結な
どグローバル化が一層進展し，農業の国際競争力が求められている。また，世界的な原油価格の
高騰や地球温暖化，気候変動などが農業生産環境に変化をもたらしつつある。また，農政におい
ても 1999 年に食料・農業・農村基本法が施行され，農業基本法は廃止された。そして 2005 年には
新たな食料・農業・農村基本計画が策定された。また，2007 年 4 月から，「経営所得安定対策等実
施要綱」（2005 年 10 月）に盛り込まれた「品目横断的経営安定対策」，「米政策改革推進対策」，
「農地・水・環境保全向上対策」の 3 つの対策が実施されている。品目横断的経営安定対策では
全農家を一律とした施策から支援の対象を担い手に限定した。さらに個々の品目ごとの価格に着
目した支援から，麦・大豆・てん菜・でん粉原料用ばれいしょの 4 品目に絞り経営全体に着目した
補てんを実施する。米政策改革推進対策では品目横断的経営安定対策の導入に伴わせ，米の
収入変動の緩和対策をはじめ従来から講じている米農家の支援対策を見直し，農業者・農業者団
体が主体的に需給調整を行い，生産調整を実施する。農地・水・環境保全向上対策では環境問
題への国民の関心が高まるなかで，農地・農業用水等の資源や環境の保全と質的な向上を図るた
めの地域における取り組みを促進する。こうした施策は，戦後農政を大きく転換するものである。 
このように社会・経済の流れとともに，日本の農業が大きな変革の時を迎えている。これに伴って，
先に述べたような全国あるいは地域ごとに新たな取り組みが試みられつつある。そこで本研究では
宮城県の北西部に広がる大崎地域で行われている農業および農業に関連する活動に着目し，そ
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の様子を調査・解析することとした。 
調査対象としたのは以下の 3 つである。 
1) 遊休農地 
休耕地や耕作放棄地といった遊休農地の増加が大きな問題となっている。2005 年農林業セン
サスによると，全国の耕作放棄地面積は 38 万 4 千 ha で，2000 年調査と比べ 83.3%増加した。さ
らに不作付地を加えると 58 万 5 千 ha に及ぶ。水田は食糧供給の場としてだけでなく，水源涵養
や生物多様性の保全，良好な景観の形成といった多面的な機能を有している。管理されない農
地が増加することで，これらの有益な機能の低下が起きる。農地は一度荒廃するとその復元は困
難であり，持続的な生産を可能にする農業基盤機能や環境保全機能を維持し，発揮していくた
めには耕作放棄による農地の荒廃を防ぐことが必要である。遊休化した農地の分布状況把握は，
農地の管理・維持保全対策を行う上で有効である。 
2) 圃場整備に伴う水田転作の導入 
圃場整備の事業制度は，昭和36年の農業基本法制定を受け，昭和38年に創設された。初期
の目的は，圃場整備により担い手の労働時間の短縮や生産コストの低減など農業生産性の向
上であったが，米余りに伴い，ブロックローテーションや施設園芸の振興など水田の汎用化によ
る米作以外の展開の促進といった効果が期待されている。宮城県ではブロックローテーションに
よる大豆・麦の集団転作が進められている（東北農政局資料より）。特に大豆生産は盛んで，宮
城県は北海道に次いで大豆の作付面積が全国 2 位であるが，その中で大崎地域は宮城県の約
3 割の大豆を生産している。また，大麦の生産も宮城県は全国第 5 位であり，水稲以外の作物生
産が盛んな地域となっている。 
3) 小学生たちの農業体験学習 
近年，食育や環境教育の重要性が高まっている。多くの教育現場において，修学旅行等の学
校行事としての特別活動や総合的な学習（以下「総合学習」と呼称）の時間を利用して，農作業
体験や農山漁村における生活体験が取り入れられている。グリーン・ツーリズムなどを利用した
宿泊型の農作業体験学習も注目されている。2007 年には総務省，文部科学省，農林水産省の
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3 省が連携し，「子ども農山漁村交流プロジェクト－120 万人・自然の中での体験活動の推進」が
取りまとめられ，小学校における農山漁村での長期宿泊体験活動が推進されることを受け，今後，
さらに小学校の体験学習が展開される可能性がある。また，農村の活性化や農業の担い手育成
といった観点からも，小学校における農業体験学習の展開が期待されている。 
1) については，耕作放棄地や不作付地の面積は農林業センサスで統計データがとられている。
そこで，統計データをもとに地理情報システム（GIS）上で宮城県における遊休農地の分布状況に
ついて調査を行った。また，圃場単位での遊休農地の分布およびデータの定期的な更新を目的と
して，リモートセンシングデータを活用した遊休農地の抽出手法の開発を試みた。 
2) については，複数年にわたり撮影された衛星リモートセンシングデータから水田転作の様子
を確認する手法の開発を試みた。開発した手法をもとに水田転作およびブロックローテーションの
様子を数値化し，対象地域における農業生産活動の傾向について解析した。 
3) については，農村部の小学校に着目し，小学校における農業体験学習の実態について調査
を行った。ヒアリングを行い，体験学習を実施する上での問題点を把握し，さらにその課題を改善
するためのプログラムの作成を行って稲作体験等の体験学習を実践した。 
 
1.2  本論文の構成 
本論文は7章で構成され，第1章では本研究の背景と目的，および本論文の構成について述べ
ている。 
第 2 章では，第 3 章，第 4 章および第 5 章で解析ツールとして主に利用したリモートセンシング，
地理情報システム（GIS）および使用データである Terra/ASTER 衛星画像等について，その歴史
や基本的原理，特長などについて説明を行う。 
第 3 章では本研究の対象地域である宮城県の農業および宮城県北西部の大崎地域の農業に
ついて概略を述べる。さらに，Terra/ASTER が撮影した 1 年間の大崎地域の画像から農業活動の
実態を解析する。 
第 4 章では宮城県北西部における農地の分類を行っている。多時期の Terra/ASTER データを
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利用して農地の分光反射特性を調査し，遊休農地を含む農地分類を試みる。 
第 5 章では ASTER 画像を利用して，水田転作の実施状況を把握を試みる。水田転作の把握手
法を開発し，大崎地域における大豆・麦類の水田転作の様子をマップ化して，水田転作の実施状
況の把握を行う。また，圃場整備の水田転作への影響も調査する。 
第 6 章においては小学生の農作業体験学習について調査研究を行う。現在，農村部の小学校
においてどのような農作業体験学習が行われているのか聞き取り調査を行った上で，その課題をも
とに新たな体験プログラムを作成して 2 年間にわたりプログラムを実施した。子ども達や教師，協力
してもらった農家への影響や実施した感想について調査・研究を行う。 
最後に第 7 章として，本研究の総括を行う。 
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第2章  リモートセンシングと地理情報システム 
 
2.1  リモートセンシング 
リモートセンシングとは「直接的に対象物に触れることなく，受動，能動方式を問わず，何らかの
方法で対象物からの電磁波の反射，放射，散乱等を観測することにより対象物に関する情報を収
集すること」（資源・環境観測解析センター，1996）1である。 
リモートセンシングは 1858 年，写真術が発明された頃，写真家であるガスパール・フェリックス・ト
ゥルナションが気球に乗りパリの上空から写真を撮ったことが始まりとされている。それからおよそ
100 年後の 1957 年に世界初の人工衛星スプートニクが打ち上げに成功し，1972 年には米国が地
球観測衛星 ERTS（のちの LANDSAT）を打ち上げ，衛星による地球観測が本格的に開始された。
その後，次々と地球観測衛星が打ち上げられ，取得されたデータは農業2 3，森林，都市，環境な
どさまざまな分野で利用されるようになった。 
衛星リモートセンシングでは同時・広域的かつ周期的観測が可能であり，データはデジタル値で
得られるため，データをコンピュータによる演算処理が可能である。衛星画像を農作物や農業環境
に応用するためには，衛星センサの持つ時間・空間およびスペクトル分解能が大きな影響を及ぼ
す。空間分解能は高いほど目視による判読では有効であるが，通常，空間分解能を高くすると観
測範囲が狭くなり，また，高分解能の作物圃場では作物と土壌がそれぞれ見えるので一枚の圃場
としての解析が難しくなるため，目的に応じて適切なデータを利用する必要がある。秋山4は農作物
の作付面積推定には，時間的スケールで 1 - 3 ヶ月，空間的スケールで 20m - 100m が要求される
としている。しかし，日本のような個々の圃場が狭い場合，空間分解能が粗い衛星画像では詳細な
情報を取得することが困難であった。 
近年，空間分解能は大幅に向上し，2000年に打ち上げられたTerra/ASTERの VNIRでは15m，
2006 年の ALOS/AVNIR-2 では 10m である。さらに高分解能の IKONOS，QuickBird，OrbView な
どのセンサは航空機観測に近い 0.5 – 3m の空間解像度を有している。こうして，日本の農地把握
に必要とされる分解能を有する衛星画像も比較的容易に取得できるようになってきている。 
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衛星画像が一般的になる一方で，地理情報システム（GIS： Geographical Information System）
の普及も急速に進んでいる。しかし，農地は季節や年度ごとに利用状況が大きく変化するため，
GIS における情報更新の方法が検討課題とされている。この情報更新に衛星リモートセンシングデ
ータが考えられている。衛星画像が農地把握や農地基礎データとして利用可能であれば，低コスト
かつ定期的な情報更新が可能となると考えられる。農業リモートセンシングの研究が行われ成果が
数多く報告されているが，地域ごとに多様な農業が営まれている日本においてはまだ十分とはい
えず，さらなる調査・検討を行い，データを蓄積する必要があると考えられる。 
 
2.2  地理情報システム 
地理情報システム（GIS： Geographical Information System）とは，地理的位置を手がかりに，位
置に関する情報を持った空間を総合的に管理・加工し，視覚的に表示し，高度な分析や迅速な判
断を可能にする技術であり（GIS アクションプログラム 2010），ユーザーは情報分析に基づき，視覚
的に迅速な判断が可能となる。GIS は，既に，道路などの公共施設の管理や固定資産税業務など
の国や地方公共団体の業務で，また，店舗展開の市場調査や運送トラックの運行管理のように民
間の事業の中でも活用され，さらに，カーナビや，インターネットで公共施設や飲食店の案内を行
うサービスなど市民生活の中でも幅広く利用されている。 
GIS は入力，格納，検索，解析，表示，出力という基本的な 6 つの機能を有しており，Table 2-1
にその内容を示した。建物，道路，農地，地形図など，テーマ別に作成されたファイルのことをレイ
ヤと呼ぶ。GIS では位置情報でリンクすることができるレイヤを集めて，実世界の情報を整理し，格
納することで空間データを構築している。データは，ベクタやラスタと呼ばれるフォーマットで表され
る。ベクタデータは地物を点（ポイント），線（ライン），面（ポリゴン）などのフィーチャと呼ばれる図形
で個別に表現される。各フィーチャはテーブルの 1 レコードに格納されている属性と固有の ID でリ
ンクされ管理されている。属性をもとに，該当するフィーチャを検索することができ，これは属性検
索と呼ばれる。また，例えば，あるフィーチャから一定の距離内にあるフィーチャを検索したい時な
どは，空間検索と呼ばれるマップ上の位置関係をもとに検索する機能も利用することができる。一
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方，ラスタデータは，セルで表現される。衛星画像のようなイメージデータや，標高や気温などの連
続的に変化するデータを表す。農業農村分野では，遊休農地対策や農地利用調整，栽培履歴管
理，生産・転作調整，用排水やダムなどの施設管理，防災・減災対策など，情報整理の高度化・情
報検索の迅速化，情報共有・相互利用，視覚的な表示・分析といった GIS の特徴を活かした問題
解決，現状把握，施策提言のためのツールとして利用が考えられ，各地でシステムやデータの整
備が進められている。整備される基礎データは航空写真や農地区画，施設等に関する空間データ
である。現在，農地利用調整や栽培履歴管理などを目的として GIS の基礎データ整備が農村振興
地理情報システムデータ整備事業や GIS アクションプログラム 2010 などで進められている。 
 
 
Table 2-1 GIS の主な機能 
入力 地理座標を有するデータとテーブル（属性）データを入力する機能 
格納 ベクタデータとラスタデータの 2 つの空間データモデルを格納する機能 
検索 
位置情報や属性値に基づいて，特定のフィーチャを検索するための機能。空間検索，
属性検索がある。 
解析 
複数のデータセットから相互の空間関係を解析する機能。近隣解析，オーバーレイ解
析，ネットワーク解析などがある。 
表示 
さまざまなシンボルを使って，空間フィーチャを視覚的に表現する機能。マップやグラ
フ化して表示できる。 
出力 地図，レポート，グラフなど，様々なフォーマットで解析結果を出力する機能 
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2.3  Terra/ASTER および ASTER 専用ソフト「SILCAST」 
 
2.3.1  Terra/ASTER 
ASTER（Advanced Spaceborne Thermal Emission and Reflection Radiometer）は経済産業省が開
発した，可視から熱赤外領域までに 14 バンドを有する高空間分解能・高スペクトル分解能の光学
センサで，地球科学の様々な分野において活用することができる画像データを取得している。
ASTER は，EOS 計画（1980 年代に始まった，米国 NASA のイニシアティブによって進められている
地球環境問題への貢献を目指す国際協力プロジェクト）の衛星の１つである「Terra」に搭載され，
1999 年 12 月に打ち上げられた。走査幅 60km，回帰日数 16 日で，衛星軌道直角方向のポインテ
ィング機能（任意点を約 3 日以内に観測可能）を有している（Table 2-2）。 
ASTER センサは，可視から熱赤外にわたる広い波長帯をカバーするために，放射計部分は，可
視近赤外放射計（VNIR），短波長赤外放射計（SWIR），熱赤外放射計（TIR）の 3 つのサブシステム
より構成されている（Table 2-3）。VNIR は可視および近赤外域を観測しており，空間分解能 15m を
有する。また，直下視用と後方視用の 2 つの望遠鏡からなるセンサで，同一軌道で１対のステレオ
データ（数値標高モデル： DEM）を取得することが可能である。SWIR は，空間分解能 30m の
JERS-１/OPS の短波長赤外放射計（SWIR）を継承するセンサであり，OPS/SWIR のバンド数４に比
べてバンド数 6 と多く，岩石，鉱物，植物等のより精密なデータの取得が期待されている。TIR は衛
星搭載用としては初めて多バンド化（５バンド）が実現した空間分解能 90m の熱赤外域センサであ
る。 
ASTER は 1 日あたり約 500 シーンの観測を続けており，観測開始以来 120 万シーンを越えるデ
ータを取得している。ASTER データの処理・保存・配布などは ASTER 地上データシステム（ASTER 
Ground Data System: ASTER GDS）が行っている。ASTER GDS が作成・提供する ASTER プロダク
トには，標準プロダクト，準標準プロダクト，特殊プロダクトがある。従来，提供されるデータとしては，
標準データ（レベル 1）のみの場合が多いが，ASTER では，立体視データから作成した正射投影
画像，相対デジタル標高データや，同一衛星搭載のセンサ（MODIS/MISR）の情報を取り込んで，
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大気補正処理済みの製品（地表面放射輝度，地表面温度，地表面放射率及び地表面反射率等
の付加価値を有する製品）等の提供を実施しており，ユーザーの処理の利便性が向上している
（農業リモートセンシングハンドブック5）。 
本研究では標準プロダクトのレベル 1A プロダクトを購入し，VNIR３バンドおよび SWIR１バンドの
計４バンドを主に解析に利用した。 
 
2.3.2  ASTER 専用ソフト「SILCAST」 
購入したレベル 1A プロダクトの ASTER データから，「SILCAST」を利用してデジタル標高モデル
（DEM），オルソ，レベル 1B プロダクトの生成を行った。 
SILCAST は株式会社センサ情報研究所の藤定氏が中心になって開発された，ASTER 専用ソフ
トである。IDL（Interface Definition Language）で書かれており，DEM，オルソ，レベル 1B プロダクト
を生成する機能を有する。SILCAST の生成画像は，座標系がユニバーサル横メルカトル図法
（Universal Transverse Mercator: UTM）の 54 帯，楕円体・測地系は WGS84 として出力される。 
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Table 2-2 衛星 Terra の軌道パラメータおよび主要仕様 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Table 2-3 ASTER センサの観測波長帯 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Orbit Sun-Synchronous, Polar Orbit 
Equatorial Time Descending Node at 10:30 a.m. 
Altitude Range 700 - 737km 
Inclination 98.2degrees ± 0.15degrees 
Recurrence Cycle 16 days at the Equator 
VNIR (Resolution: 15m) 
Band1 0.520 - 0.600 
Band2 0.630 - 0.690 
Band3N 0.760 - 0.860 
Band3B 0.760 - 0.860 
SWIR (Resolution: 30m) 
Band4 1.600 - 1.700 
Band5 2.145 - 2.185 
Band6 2.185 - 2.225 
Band7 2.235 - 2.285 
Band8 2.295 - 2.365 
Band9 2.360 - 2.430 
TIR (Resolution: 90m) 
Band10 8.125 - 8.475 
Band11 8.475 - 8.825 
Band12 8.925 - 9.275 
Band13 10.250 - 10.950 
Band14 10.950 - 11.650 
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第3章  宮城県大崎地域の農業の概略 
 
3.1  宮城県北西部大崎地域の農業 
大崎地域は宮城県の北西部に位置し，平成の大合併により，2003 年 4 月 1 日に 1 市 13 町が 1
市 11 町に，2006 年 1 月 1 日に 1 市 10 町に，そして 2006 年 3 月 31 日には 1 市 4 町になった（大
崎市，加美町，色麻町，涌谷町，美里町）。大崎地域の人口は，218,176人（2005年国勢調査速報
値）で，これは宮城県全体の人口の 9.25%にあたる。地勢は西部山間地帯，山間地帯から広がる丘
陵地帯，および中央部・東部に広がる平坦地の3つに大別される。大崎圏の面積は約15万haで，
宮城県全体の 20%強を占める。農業用地の割合が 21%である他の地域と比べ，26％と高く，また農
業用地の 86%が水田であることも特徴である。圏域内は荒雄岳を源とする江合川や舟形連峰を源
とする鳴瀬川が流れ，その流域にはこの地域で生まれた品種である「ひとめぼれ」や「ササニシキ」
などが栽培されている。大崎地域におけるコメの品種ごとの作付面積はひとめぼれが 81.4%，ササ
ニシキが 14.2%であり，この 2 品種で水田のほとんどを占めている（旧古川市ミニ統計 2005 年度版）。
現在の江合川の上流部は，藩政期初めまで玉造川または荒雄川と呼ばれる別の川で，大崎市古
川師山付近で鳴瀬川に合流して，それより下流部は洪水が頻繁に起こる湿地帯であった。このた
め，江戸初期の寛永年間に玉造川と鳴瀬川を切り離し，それまで古川北部に発して石巻湾に注い
でいた江合川に付け替え，さらに現在の定川であったその下流部を切り離して旧北上川に付け替
えた。鳴瀬川下流部においても，下流部の直線化や排水促進のため開発が進められた。この結果，
洪水の頻度も小さくなり，新田開発が一層進むとともに，江合川は生産された米が石巻経由で江
戸へ運ばれる輸送路として整備され，大崎地域発展の礎となった。これらの開発もあって，当初 62
万石であった伊達藩は江戸中期には 100 万石に達し，その米の価格は江戸の相場を支配するま
でになった。明治に入ると大崎圏を管轄する国や県の出先機関が古川に設置され，明治 32 年制
定の「耕地整理法」以降，北上川・迫川改修工事，県営用排水事業の実施，冷害対策などが継続
的に行われ，県全体として昭和 14 年には継続・完了を含め 746 地区，75,450ha が整備されるまで
になった。 
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現在，大崎地域では水稲のほか，大豆や麦の生産を積極的に行っている。宮城県は北海道に
次いで大豆の作付面積が全国 2 位であるが，その中で大崎地域は宮城県の約 3 割の大豆を生産
している。また，大麦生産において宮城県は全国第 5 位であり，水稲以外の作物生産が盛んな地
域となっている。 
 
3.2  Terra/ASTER で見る大崎地域の農地の季節変化 
2001 年に取得された 7 時期（4 月 17 日，6 月 4 日，7 月 15 日，9 月 1 日，9 月 24 日，11 月 20
日，12 月 29 日）の Terra/ASTER 衛星画像から，大崎地域（Figure 3-1）の農地の季節変化を見た。
各画像のほぼ中央にある大崎市役所の左側にある黄色四角の領域を拡大した画像を右下に配置
した。それぞれ近赤外光（Band3）に赤色，赤色光（Band2）に緑色，緑色光（Band1）に青色を割り
当てている。この方法では植生があるところは赤く表示される。 
4 月 17 日（Figure 3-2 左），平野部ではすでに積雪はなく，平地でところどころ見られる赤い圃場
は主に麦畑であると思われる（右下拡大図）。宮城県では，5 月の中旬（15 日－20 日頃）に田植え
を行う，晩期栽培が推奨されている。晩期栽培は遅い時期に移植を行うことで安全出穂期の後半
に出穂させることを目的に行われる。しかし，兼業農家の場合は人手の関係上，ゴールデンウィー
クに田植えを行う場合が多い。いずれにしても，4 月 17 日時点では，水田は湛水されていない。 
6 月 4 日（Figure 3-2 右）になると水田には水が入れられ，画像では暗く表示される。田植えは終
了しているが，苗はまだ小さく，このため水田ではほとんど植生は観察できない。大豆を栽培する
圃場では5月中旬に耕起・施肥が行われ，5月下旬に播種される。画像では青白く写っている農地
が耕起を終えた大豆畑と考えられる。麦はこの頃成熟期を迎えており，赤色が増し植生が増加して
いる様子がわかる。 
7 月 15 日（Figure 3-3 左）になると水稲が生育し，水田は赤く表示されている。中干しの時期で，
7 月下旬には幼穂形成期，8 月上旬に減数分裂期を迎える。出穂期は 8 月 20 日前後である。一方，
大豆の生育ステージは本葉が 6，7 枚出た時期であり，画像で大豆畑はやや赤く見える程度である。
開花は 7 月下旬から始まり，8 月下旬まで約 1 ヶ月続く。麦の収穫は，大麦は 6 月 10 日前後，小
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麦は 6 月下旬に行われる。このため，7 月の画像では収穫後の麦畑の様子を観察することができる。
麦の収穫後に大豆を栽培する場合，大豆の播種期はおよそ 7 月上旬である。 
9 月 1 日（Figure 3-3 右）になると水稲は出穂している。本田の水管理では間断かんがいが実施
される。大豆の分枝数はピークに達し，開花も終期を迎える。衛星画像からも大豆圃場が赤く見え，
大豆が生育している様子が観察できる。水稲と比較すると，大豆圃場のほうが明るい赤に見える。 
9 月下旬になると水田では稲刈りの時期を迎えるため，水田と大豆畑の違いが明瞭に観察できる
ようになる。9 月 24 日（Figure 3-4 左）の画像を見ると，稲刈り前の水田では水稲は穂への転流に
伴い葉や枝が枯れるので，9 月 1 日と比べ，赤色が淡くなっている。稲刈りを終えた水田では，刈り
取った稲ワラの処理方法などの違いにより白や暗色に見える。大豆の黄葉化は 10 月に入ってから
始まるため，この時点では 9 月 1 日とほぼ同じように見える。 
11 月 20 日（Figure 3-4 右）になると，大豆の収穫も終わり，農地ではほとんど植生が観察されな
い。大豆は 10 月上旬から黄葉・落葉し，10月下旬に成熟期を迎え，収穫される。麦畑では 10月上
旬に耕起および土改材の散布が行われ，10 月下旬に播種される。麦類は成長すると，草丈約
100cm，茎数・穂数は約 1400 本/m3 となるが，11 月下旬頃では草丈約 15cm，茎数・穂数は 400 本
/m3 であるため，衛星画像からは麦の生育を観察することは難しい。 
12月29日（Figure 3-5）では平野部でも積雪が観察される。しかし，積雪は大崎市街の西部のみ
で，東部では残っていない。大崎平野の気候の違いが衛星画像から観察できる。 
 
 
 
 
 
 
 
Figure 3-1 大崎地域の位置
Osaki
Kami
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大崎地域 
解析地域 
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Figure 3-2 大崎地域の ASTER 画像 その 1 －2001 年 4 月 17 日，6 月 4 日－
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Figure 3-3 大崎地域の ASTER 画像 その 2 －2001 年 7 月 15 日，9 月 1 日－
RGB
Band 3
Band 2
Band 1

0 2 41
km
RGB
Band 3
Band 2
Band 1

0 2 41
km
July 15 September 1 
 16 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Figure 3-4 大崎地域の ASTER 画像 その 3 －2001 年 9 月 24 日，11 月 20 日－
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Figure 3-5 大崎地域の ASTER 画像 その 4 －2001 年 12 月 19 日－
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第4章  多時期 ASTER 画像による農地分類 
 
4.1  背景と目的 
宮城県の水田地帯では米の生産調整のために転換畑として水田を利用する取り組みが広がっ
ている。しかし，耕作者の高齢化や後継ぎの不在による労働力不足などを背景に発生する休耕地
や耕作放棄地といった遊休農地の増加が大きな問題となっている。2005 年農林業センサスによる
と，全国の耕作放棄地面積は 38 万 4 千 ha で，さらに不作付地を加えると 58 万 5 千 ha に及ぶ。
水田は食糧生産の場であると同時に，水源涵養や生物多様性の保全，良好な景観の形成といっ
た多面的な機能を有している。しかしながら，管理されない農地が増加することで，これらの機能が
低下しつつあり，国土の保全上，問題となる。農地は一度荒廃するとその復元は困難であり，持続
的な生産を可能にする農業基盤機能や環境保全機能を維持し，多面的機能を発揮していくため
には耕作放棄による農地の荒廃を防ぐことが必要である。各作物の作付けや農地の利用状況を把
握し，遊休化した農地の分布状況を知ることは，管理・維持保全対策を行う上で必須である。 
農地の定期的なモニタリング法の一つとして，衛星画像の利用が考えられる。リモートセンシング
による農地分類は多数試みられているが，遊休農地の分類を含めて分類を行った例は少ない。加
藤ら(2003)6は SPOT/HRV の時系列衛星画像から荒廃水田の正規化植生指数(NDVI)の推移を調
査し，荒廃水田の判別を行っている。また，福本ら(2003)7は IKONOS により撮影された解像度 1m
の高解像度画像を利用して，水田利用タイプとして将来作付け予定のある不作付田を調整水田，
草刈り跡，耕起後，稲収穫後のまま，低い雑草あり，代掻き後乾燥の 6 クラス，作付け予定のない
耕作放棄田の計 7 クラスに分類して調査を行っている。本研究では，多時期の Terra/ASTER 衛星
画像から遊休農地を含む土地被覆ごとの分光反射特性および正規化植生指数(NDVI)の推移を
調査し，これらの推移パターンから設定した閾値をもとに土地被覆分類を試みた。その後，分類結
果と農林業センサスを比較し，分類の精度を検証した。  
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4.2  対象地域および使用データ 
 
4.2.1  対象地域 
解析対象は大崎地域を含む宮城県北西部で，総面積は約 1200km2 である。 
 
4.2.2  現地調査 
現地調査は 2006 年 8 月 13 日に行った。調査は大崎平野の遊休農地を含む 51 地点で実施し
た。遊休農地については，取得できた衛星データが 2001 年のものであったため，雑草の種類をも
とに放棄後十分時間が経過していると考えられる遊休農地 15 地点を選び，GPS で位置情報を記
録した。現地調査の年次と衛星データが取得された年次とに時間差があるため，農林業センサス
や作物統計で得られる作付面積や宮城県の栽培暦をもとに目視により衛星画像から水稲・大豆・
麦類が作付けされた農地を決定した。また，草地については対象地域内に含まれていた宮城県畜
産試験場の草地を調査に利用した。 
 
4.2.3  使用データ 
解析にはレベル 1A の Terra/ASTER 衛星画像，株式会社ラングの横山氏が作成した 50m×50m
の数値標高モデル(DEM)および 2 万 5 千分の 1 地形図を利用した。本研究では主に VNIR のバン
ド 1～3 および SWIR のうちのバンド 4 の計 4 バンドを利用した(表 1)。ASTER データは 2001 年 4
月 17 日，6 月 4 日，9 月 1 日，9 月 24 日，11 月 20 日の 5 時期に撮影されたものを使用した。 
 
4.2.4  輝度補正および NDVI 算出 
ASTER データは，株式会社センサ情報研究所製の ASTER 専用ソフト SILCAST により正射投影
画像化および輝度値補正を行った。一般に，多時期データを利用する場合は太陽天頂角や視程，
センサの観測条件などをもとに衛星画像のデジタルナンバー(DN)を分光反射率等に変換する必
要がある。大気の影響を除去する作業は大気補正と呼ばれている。大気補正では，一般に放射伝
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達方程式による 6Scode やMODTRAN などが利用される。しかし，計算が複雑であり，この方法によ
る大気補正を行っても大気補正の真値は存在しないことから，ある程度の幅を想定して取り扱うの
が妥当とされている。そこで本研究では画像内の DN の最大値と最小値をもとに DN の正規化を行
うことで簡易的に大気の影響を除去することとした。 
 
DN=(DNoriginal–DNmin)/(DNmax–DNmin)×255 (1) 
 
DN は補正後のデジタルナンバー，DNoriginal は補正前のデジタルナンバー，DNmin，DNmax
はそれぞれ補正前の画像内に含まれる最小・最大のデジタルナンバーの値を表す。 
植生の情報を抽出する際，植生指数とよばれる指標が用いられることがある。植生指数は，異な
るバンド間の演算によって算出するものや，植生のスペクトル情報を解析して算出するものなど多く
が提案されている。代表的な植生指数として，正規化植生指数(NDVI： Normalized Difference 
Vegetation Index)がある。これは植物の葉に含まれるクロロフィルが可視域の赤の波長帯(R)を強く
吸収し，葉の細胞構造が近赤外域の波長帯(NIR)を強く反射する特性を利用したもので，以下の
式で表される。 
 
NDVI=(NIR–R)/(NIR+R) (2) 
 
NIR(Near Infrared)は近赤外域の DN，R は可視赤色域の DN を表す。本研究では植生の指標の
一つとして各時期の NDVI を求め，データセットに加えた。整備された衛星画像，NDVI，DEM およ
び地形図は付加された位置座標をもとにデータベースを構築した。 
 
 
 
4.3  分光反射特性および NDVI の季節推移 
作成された画像データベースおよびグランドトゥルースデータをもとに，土地利用ごとの分光反射
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特性を調査した。調査は，水田 9 地点(Figure 4-1)，大豆畑 9 地点（Figure 4-2），麦畑 6 地点
（Figure 4-3），草地 3 地点（Figure 4-4），ゴルフコース 10 地点（Figure 4-5），遊休農地 9 地点
（Figure 4-6）について行った。また，NDVI についても同じ地点で調査を行い，Figure 4-7 に示し
た。 
1) 水稲（Figure 4-1）：大崎地域では水田への湛水は 4 月末から 5 月中旬になされ，田植えはゴ
ールデンウィークから 5 月下旬にかけて行われる。稲刈りは早いところでは 9 月初旬から始まり，
10 月上旬までにはほとんどの圃場で稲刈りを終える。分光特性を見ると，6 月 4 日の画像では水
域で低い値を示すことが知られている中間赤外（Band4～9：Short Wave Infrared, SWIR）域で低
い値を示しており，湛水されているが苗はあまり生長していないことがわかる。9 月 24 日では，稲
刈りが終わっている圃場とまだ行われていない圃場で分光特性が異なる。稲刈りが済んだ圃場
では植生が存在するときに示す赤色光（Band2）の吸収と近赤外光（Band3）の反射がほとんど確
認できなかった。一方，まだ行われていない圃場では9月1日に比べ赤色と近赤外との差は小さ
くなっているものの，赤色光の反射が低く近赤外光が高いという植生の特性を確認することがで
きる。 
2) 大豆（Figure 4-2）：近年，大崎地域では水田転作として大豆の栽培が盛んに行われている。
宮城県では，普通播の場合，5 月中旬から下旬にかけて耕起が行われ，5 月下旬から 6 月上旬
にかけて播種される。大豆は 9 月下旬まで成長を続け，10 月上旬から黄葉，落葉がはじまり，10
月下旬に成熟期を迎え収穫される。大豆畑における NDVI のグラフで，4 月や 6 月に NDVI が高
い圃場では，この時期は麦が生育しており，その後に大豆作が行われたと考えられる。 
3) 麦（Figure 4-3）：大豆と同様，麦類の栽培も小麦や大麦などを中心に盛んに行われるようにな
っている。秋蒔きの麦畑では，前年の 10 月上旬から中旬にかけて播種され，4 月下旬から 5 月
中旬に出穂する。収穫は大麦のほうが小麦よりやや早く，5 月下旬から 6 月中旬，小麦は 6 月中
旬から 7 月上旬となる。本研究で取得した ASTER 画像のうち，麦の生育時期を撮影しているの
は 4 月 17 日と 6 月 4 日の 2 シーンのみである。この時期，麦は収穫も近く，十分生育しているは
ずであるが，NDVI は圃場によりばらつきが認められた。この理由として，水田における麦栽培が
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確立されておらず，麦の生育が均一でない可能性が考えられる。またもうひとつの理由として，大
気補正の代わりに行った DN の正規化が正しく行われおらず，NDVI が真値と異なる低い値を示
した可能性も考えられた。 
4) 草地（Figure 4-4）：4 月 17 日の段階で牧草の生育が確認できる。宮城県における牧草の出穂
時期は 5 月中旬から 6 月上旬である。一番刈りは，出穂のはじめから開花はじめ頃が適期とされ
ており，6 月 4 日には多くの草地で一番刈りが行われている。このため，6 月 4 日の NDVI は低く
なっている。一番刈り以降は一般に不定期で刈り取られるため，NDVI の値は画像によって異な
る値を示した。 
5) ゴルフコース（Figure 4-5）：ゴルフ場のコースの芝は管理が十分に行われているため，どの地
点で分光特性を測定してもほぼ同様の結果であった。年間を通じて植生が認められたが， 春先
の 4 月 17 日や初冬の 11 月 20 日では NDVI が低く，芝の植生が低下していた。 
6) 遊休農地（Figure 4-6）：分光反射特性のばらつきが非常に大きかった。6 月 4 日，9 月 1 日で
NDVI が低い地点は水稲が栽培されていないが水田に湛水されている調整水田である。その他
の地点の分光特性は草刈りなどの管理を行った日時によって変化していると考えられる。6 月 4
日において NDVI が低い地点があった。ここでは 6 月 4 日の段階で刈り払いによる管理が行われ
ていると考えられる。同様に，9 月 1 日や 24 日に，NDVI が低い地点では，その前に刈り払いが
行われていたと考えられる。 
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Figure 4-1 水稲の作付けが行われた水田における分光特性の季節変動
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Figure 4-2 大豆畑における分光特性の季節変動
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Figure 4-3 麦畑における分光特性の季節変動
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Figure 4-4 草地における分光特性の季節変動 
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Figure 4-5 ゴルフコースにおける分光特性の季節変動
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Figure 4-6 遊休農地における分光特性の季節変動
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Figure 4-7 土地利用別 NDVI の季節変動
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4.4  土地被覆分類 
 
4.4.1  分類のアプローチ 
「3. 分光反射特性および NDVI の季節推移」の結果から，農地やゴルフ場を含む草地の分光特
性と NDVI の季節変化が明らかとなった。草地を含め，作付けされている農地では，同一地域であ
れば同じ時期にほぼ同じ生育段階に達しており，特徴的な分光特性を示す。このため，複数時期
に撮影された衛星画像を利用することで作付けされた農地を高い精度で分類することが可能であ
る。しかし，遊休農地は耕作放棄地や不作付地のように類似する植生でありながら草刈や耕起な
どの管理の有無や管理方法の違い，あるいは放棄後の経過年数により異なる植生になっている場
合がある。分光特性の調査結果からも，作物が栽培されている農地と異なり，遊休農地として調査
した圃場は季節ごとにさまざまな分光特性を示した。このため，分光特性の季節変化が作物の種
類によって同じ農地を分類する場合と比較して，遊休農地の分類は難しいと考えられる。 
そこで，本研究では遊休農地を直接判別するのではなく，分類が容易な対象を先に分類し，ど
のクラスにも分類されなかった農地を「遊休化している可能性のある農地」として抽出することとした。
まず，森林や都市域，水域など農地以外の変化の少ない領域を抽出・分類した。その後，閾値を
決定しやすいと思われる耕種された農地などを分類し，後に遊休農地が残るよう分類を行った。分
類の流れを Figure 4-8に示す。 
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Figure 4-8 分類の流れ 
 
4.4.2  閾地の決定 
本研究では農地等以外の土地を水域，針葉樹，広葉樹，都市域，道路の 5 つのクラスに分類し，
農地および草地を水稲，湛水された調整水田，大豆，麦，ゴルフコース，草地Ⅰ，草地Ⅱ，遊休農
地，その他の植生領域・荒地の 9 つのクラスに分類することとした。それぞれのクラスで閾値を決定
した。 
 
1) 農地等以外の土地：農地等の土地と同様，分光反射特性および NDVI の値を調べ，閾値を検
討した。道路については分解能 15m の ASTER 画像では抽出が困難であったため，国土地理院
が提供する数値地図 25000(空間データ基盤)8を利用して復員 13m 以上の道路のラインデータを
ラスタ化して抽出した。 
2) 水稲：前述のように，6 月 4 日のデータでは水田が湛水されているので短波長赤外域の DN が
低くなる。そこで，Band4(Table では S4(SWIR4)と表示)が 32 未満という条件を水稲の閾値として
麦類 
調整水田 
ゴルフコース 
その他の
植生・荒地
大豆 
草地１ 
草地２ 
都市域 
未分類 
Apr. 17 
Jun. 4 
Sep. 1 
Sep. 24 
Nov. 20 
水域 
針葉樹 
広葉樹 
水稲 
道路 
遊休農地 
ASTER画像 
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採用した。しかし，この閾値のみでは湛水されているが水稲の作付けが行われていない調整水
田も通常の水稲の作付けが行われた水田として分類されてしまう。そこで，水稲が生育し，植生
が高い 9 月 1 日のデータにおける NDVI の値を閾値として採用し，水稲は NDVI が 0.5 以上とし
た。 
3) 湛水された調整水田：6 月 1 日の閾値のみでは水田と同じクラスに分類されてしまうため，水田
と区別するために 9 月 1 日の画像で NDVI が 0.5 未満のセルを湛水された調整水田とした。 
4) 大豆：多くの大豆畑では 6 月 4 日の時点で耕起され，NDVI はマイナスの値となる。しかし，秋
蒔き麦の後，大豆を栽培する二毛作を行っている圃場も面積は少ないが存在する。こうした圃場
では 6 月 4 日の NDVI の値は高い。このため，6 月 4 日のデータを閾値として採用することは妥
当でないと考えられた。大豆は 8 月から 9 月下旬まで非常に高い NDVI 値を示す。そこで，大豆
の閾値として 9 月 1 日および 9 月 24 日の NDVI をそれぞれ 0.7 以上，0.6 以上とした。ただし，
年間を通じて NDVI が高い値を示す傾向にある草地やゴルフ場などではこの条件を満たす地点
が存在したため，さらに 11 月 20 日の NDVI が 0.1 未満という閾値も加えた。 
5) 麦類：分光特性および NDVI の調査結果をもとに，NDVI がそれぞれ 0 以上，0.1 以上を麦の
閾値として決定した。大豆と同様，草地やゴルフ場がこの条件を満たしてしまうため，11 月 20 日
の NDVI が 0.1 未満という閾値も加えた。 
6) ゴルフコース：ゴルフコースは年間を通じて植生がある上，管理されていることから分光特性も
安定している。そこで，ゴルフコースの閾値は年間の NDVI をもとに決定した。 
7) 草地Ⅰ：宮城県の草地では多くが 5 月下旬に一番草の刈り取りを行うことから，本研究では 6
月 4 日以前に一番草の刈り取りをした草地を想定した。さらに，分光特性の季節変動の調査結
果から，草地は牧草の刈り取りの有無から 2 つのクラスに分けた。草地Ⅰと草地Ⅱを区別する判
断は，9 月 24 日の画像で行った。9 月 24 日において，NDVI が高いものは草地Ⅰと分類した。
閾値は 9 月 24 日の NDVI が 0.5 以上とした。この他，4 月や 6 月のデータを見て，NDVI がそれ
ぞれ 0.1 以上 0.35 未満を閾値とした。 
8) 草地Ⅱ：草地Ⅰで述べたように，9 月 24 日の NDVI が 0.3 未満の値を草地Ⅱの閾値とした。そ
 33
の他の閾値は草地Ⅰと同様である。ただし，草地Ⅰと草地Ⅱの区分の決定に明確な決まりはな
いため，草地の面積を求める際には草地Ⅰと草地Ⅱの面積を合計した。 
9) 遊休農地：以上，7 つのクラスで分類されずに残っているもののうちに遊休農地などが含まれて
いるのではないかと考えられる。遊休農地の中でも，特に管理されていない圃場は年間を通じて
植生が高いと考えられる。ただし，ゴルフコースのように春先や冬などでは雑草が枯れてしまうた
め，植生は低いと考えられる。以上のことを踏まえ，各時期の NDVI を考慮して閾値を決定した。
しかし，DN および NDVI のみの閾値で分類を行ったところ，山間部の森林地域の中にある草地
や河川の周囲に広がる荒地がそれぞれ遊休農地や草地などとして分類されてしまった。これら
の土地被覆は分光特性が類似するため，分光特性を利用した閾値のみでは誤って分類された
ものと考えられる。そこで，DN および植生指数以外の閾値が必要となった。山間部の誤分類は
草地や森林のギャップが遊休農地として分類されている。遊休農地は水田などが利用されなくな
ることで生じるため，傾斜の大きい地域において遊休農地と分類されたものは遊休農地以外の
土地被覆であると考えられる。そこで，数値標高モデル(DEM)から ERDAS IMAGINE 9.1 ソフトを
使って傾斜を計算し，閾値として利用することとした。遊休農地の閾値として傾斜 5%未満を加え，
5%以上の土地で分類された遊休農地は除外した。河川近くの荒地は主に遊休農地として分類さ
れてしまった。そこで 25000 分の 1 地形図の荒地を抽出し，遊休農地として誤分類されないよう
にした。作成方法は，まず地形図で荒地となっている領域のポリゴンを作成し，次にベクタデータ
であるポリゴンをラスタ化し，マスク画像を作成した。セルサイズは ASTER の 15m に合わせ，15m
とした。このマスク画像を使い，地形図上で荒地として分類されているところを除いた。 
10) その他の植生領域・荒地：：その他，遊休農地としても分類されなかったが，ある時期に植生が
あった場合は「その他の植生・荒地」として分類した。 
Figure 4-8の分類工程表に決定された閾値(Table 4-1)をあてはめ，土地利用分類をおこなった。
以上，データの整備から分類までの手順を Figure 4-9 に示した。 
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Table 4-1 分光特性から決定された閾値 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
クラス 閾値 
水域 
Apr.17 S4 =< 40 
Jun.4 S4 =< 45 
Nov.20 S4 =< 40 
針葉樹 
0.4 =< Apr.17 NDVI 
0.55 =< Jun.4 NDVI 
0.4 =< Nov.20 NDVI 
広葉樹 
Apr.17 NDVI =< 0.4 
0.75 =< Jun.4 NDVI 
Nov.20 NDVI =< 0.4 
都市域 
All Season NDVI < 0 
70 =< Apr.17 V1 
70 =< Jun.4 V1 
道路 主要道路ラスタデータ = 1 
水稲 
Jun.4 S4 =< 32 
Sep.1NDVI < 0.5 
調整水田 
Jun.4 S4 =< 32 
Sep.1NDVI < 0.5 
大豆 
0.7 =< Sep.1 
0.6 =< Sep.24 NDVI 
Nov.20 NDVI < 0.1 
麦類 
0 < Apr.17 NDVI 
0.15 =< Jun.4 NDVI 
Nov.20 NDVI < 0.1 
ゴルフコース 
-0.1 < April 17 NDVI < 0.3 
0.4 <Jun.4 NDV I < 0.6 
0.45 < Sep.1 NDVI < 0.65 
0.45 < Sep.24 NDVI < 0.75 
0.2 < Nov.20 NDVI < 0.45 
草地 1 
0.1 =< Apr.17 NDVI 
Jun.4 NDVI < 0.35 
0.5 =< Sep.24 NDVI 
草地 2 
0.1 =< Apr.17 NDVI 
Jun.4 NDVI < 0.35 
Sep.24 NDVI < 0.3 
遊休農地 
0.3 =< Jun.4 NDVI 
0.25 =< Sep.24 NDVI 
0.25 =< Sep.24 NDVI 
0.1 =< Nov.20 NDVI 
河川周辺荒地閾値データ = 0 
傾斜閾値データ < 5 
その他植生・荒地 
0 =< Apr.24 NDVI 
or 0.3 =< Jun.4 NDVI 
or 0.25 =< Sep.24 NDVI 
or 0.1 =< Nov.20 NDVI 
or 
河川周辺荒地閾値データ = 1 
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Figure 4-9 土地利用分類のための解析手順 
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4.4.3  分類結果・考察 
以上，決定された閾値をもとに対象地域の分類を行った。分類の結果，作成された土地利用マ
ップをFigure 4-10に示す。農地では水稲が広域にわたって栽培されているが，大豆や麦類の栽培
も盛んに行われている。大豆や麦類が栽培されている圃場は農地の団地化が行われていることが
わかった。遊休農地の可能性が高いセルはマップにおいて黄色で表されている。遊休農地は平野
部の農地ではほとんど分布していなかった。これは，対象地域の平野部では圃場整備が進んで排
水性が向上し，大豆や麦の水田転作が導入されたこと，またブロックローテーションなどの集団転
作が導入されたことで遊休化が抑制されていることが示唆される。また，遊休農地は平野部や山間
地の農地のほか，住宅地や森林の広がる地域に分布していた。住宅地の近くでは農地の大区画
化が進んでおらず，作業効率が悪いため，放棄される傾向にあると考えられる。一方，傾斜の大き
い山間部を見ると，遊休農地として分類された農地が広がっている。特に棚田状になっている農地
で遊休農地化が多く見られる。作業効率の悪い山間部の農地は放棄される傾向が高い。棚田など
も圃場一枚当たりの面積が小さく，作業効率はよくないため遊休化する傾向にあることが知られて
いる。 
「その他の植生・荒地」として分類された画素は，平野部では河川や市街地の周囲のほか，大豆
畑などの周囲を囲むように広がっていた。農地と畦畔や農道など周辺部の情報を含むミクセルとな
っていると考えられるが，こうしたミクセルは精度よく「その他の植生・荒地」のクラスに分類された。 
一方，誤分類と思われるセルもあった。地形図によって河川周囲の荒地を除いて分類したものの
十分ではなく，マスクをかけたその周囲が遊休農地として誤分類されていた。森林地域に分散して
遊休農地として分類された画素があった。加藤らの研究でも，山林際が誤分類されている。主に
NDVI を閾値として分類を行っているため，植生のある地域ではこうした誤分類が多くなってしまうと
考えられる。
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Figure 4-10 分類結果 ‐土地利用マップ-  
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4.5  論議 
遊休農地を長期間にわたり調査しているものの一つに，農林業センサスがある。我が国の農林
業センサスは FAO が提唱した「世界農業センサス要綱」により 1950 年に第 1 回の調査を実施して
以来，2005 年まで農業は 12 回，林業は 6 回実施している。耕作放棄地や不作付地については調
査が行われており，農地の遊休化の現状をセンサスから調べることが可能である。センサスの耕作
放棄地や不作付地に関しては，田畑別の耕作放棄地面積と不作付地面積が調査項目となってい
る。調査結果から，県全体の「耕作放棄地面積規模別面積」や業態別の「耕作放棄地のある農家
数と耕作放棄地面積」，「耕作放棄地面積規模別農家数」，のほか，市区町村別に耕作放棄地や
不作付地に関する統計が取られている。 
そこで，総農家対象の市区町村別耕作放棄地面積を利用して宮城県の耕作放棄地の現状を調
査した。経営耕地面積（ha）と遊休農地面積（ha）の推移を，宮城県と旧古川市（現大崎市）につい
て調査した。調査は，経営耕地面積，田畑それぞれの不作付地面積および耕作放棄地面積につ
いて行った。ただし，耕作放棄地は 1975 年から調査が開始されたため，1975 年より前はデータが
無い。結果を Figure 4-11 および Figure 4-12 に示す。Figure では経営耕地面積を第一 Y 軸（左）
に，その他の面積を第二 Y 軸（右）に取っている。また，田畑の不作付面積と耕作放棄地面積の合
計を求め，遊休農地の面積を表す指標とした（以下，遊休農地面積）。宮城県全土の結果を見る
（Figure 4-11）。経営耕地面積は 1970 年の 14 万 3819ha を境に減少を続けており，2005 年の面積
は 10 万 9463ha で，1970 年の 76.1%まで減少した。一方，耕作放棄地面積は 1980 年の 753ha 以
降，増加を続けている。2005 年には 8764ha に達し，経営耕地面積に占める割合を示す耕作放棄
地率は 8.0％となった。不作付地を見ると，畑の不作付地面積は安定しているが，田の不作付地は
2000 年まで増加している。遊休農地面積については，2005 年には 2 万 1112ha となり，経営耕地
面積に占める割合（以下，遊休農地面積率）は約5分の 1の19.3％に及ぶ。一方で古川市（Figure 
4-12）は，耕作放棄地面積は比較的少ないものの，田の不作付地が 1990 年以降，急速に増加し
ている。2005 年における耕作放棄地率および遊休農地面積率はそれぞれ 2.2%，22.6%となってお
り，遊休農地面積率は県全体の値を上回っていた。 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Figure 4-11 宮城県の経営耕地面積および遊休農地面積の推移 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Figure 4-12 古川市の経営耕地面積および遊休農地面積の推移 
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4.6  分類結果と統計データの比較 
作成された土地利用マップの精度を確認するため，2000 年世界農林業センサスのデータとの比
較を行った。農林業センサスでは市区町村単位で作物の作付面積や耕作放棄地面積などが記さ
れている。そこで，解析対象に含まれている市区町村単位で土地利用面積を求め，農林業センサ
スの統計データと比較することとした。分類した地域には，合併前の 2000 年において，古川市，富
谷町，大郷町，三本木町，松山町，小牛田町，中新田町，色麻町，大和町，田尻町，大衡村の 1
市 9 町 1 村が主に含まれていた（Figure 4-13）。大和町や色麻町などの一部は解析対象に入って
いないが，含まれていない地域は山間地域なため農地が少ないと判断し，検証に加えた。また，古
川市や田尻町も一部含まれていないが，わずかな面積であるため，それほど大きな影響はないと
判断し，検証に加えた。各市町村の統計データと解析結果を比較した結果をFigure 4-14に示す。
古川市は他の町村と比べ農地面積が非常に大きかったため，グラフでは示していない。水稲およ
び大豆の面積は，統計データと解析結果とで非常に高い相関があることがわかる。水稲や大豆は
栽培面積も広く，栽培時期の画像データが多くあったこと，また，大豆ではブロックローテーション
などによる集団転作が行われているケースが多いため，分類精度が高かったのではないかと考え
られる。一方，麦，草地，および遊休農地の面積を統計データと比較した結果，統計データとのズ
レが非常に大きいことが明らかとなった。こうしたズレが生じた原因はいくつか考えられる。一つは，
解析結果が間違っていた可能性である。麦は 4 月，6 月および 11 月のデータから閾値を決定し，
分類した。しかし，本来であれば，秋のデータは前年の 11 月を使用する必要があり，このため麦が
正しく認識できなかった可能性がある。また，草地などは現地調査の数が少なく，今回行った調査
だけでは草地のパターンを網羅できていなかった可能性がある。その他，閾値が正しく設定できて
いなかった可能性も考えられる。もう一つの可能性としては，統計データが実際の農地の利用状況
を正しく表していないことが考えられる。農林業センサスの調査は農家や農家以外の農業事業体
などの調査客体に対し，農家調査票に記入する形で行われる，自計申告調査である。このため，
申告した内容と実際の農地の利用状況は必ずしも一致していないことがある。 
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Figure 4-13 分類結果の検証を行った市町村(2001 年時点)
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Figure 4-14 推定面積と農林業センサス統計値との比較
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4.7  まとめ 
本研究では宮城県北西部の大崎地域を調査地とし，多時期のTerra/ASTER衛星画像を利用し
て農地分類を試みた。多時期の分光特性および NDVI の調査から，水稲，大豆，麦類といった耕
作地は作物によって特有の分光特性パターンを示した。草地も一番刈りが行われる 5 月下旬の後
に共通して NDVI が低下していた。一方，遊休農地ではさまざまなパターンを示すことがわかった。
これは，管理法や放棄後の経過年数などによるものと考えられる。分光特性および NDVI の調査結
果をもとに，遊休農地を直接判別するのではなく，分類が容易な対象をまず分類し，どのクラスにも
分類されなかった農地を「遊休化している可能性のある農地」として抽出することとした。まず，森林
や都市域，水域など農地以外の変化の少ない領域を分類した。その後，閾値を決定しやすいと思
われる水田・大豆畑・麦畑・草地・ゴルフコースなど，耕種された農地などを分類し，後に遊休農地
が残るよう分類を行った。しかし，DN および NDVI のみの閾値では分光特性が類似する土地被覆
と遊休農地を分類することは難しく，山間部の森林地域の中にある草地や河川の周囲に広がる荒
地がそれぞれ遊休農地や草地などとして分類されてしまった。このため，DEM や地形図を利用し
て，誤分類されやすい荒地や山間部の森林のギャップなどの植生領域を遊休農地と異なるクラス
として分類した。分類の結果作成されたマップから，対象地域の農業の様子が良く理解できた。遊
休農地として分類された農地は山間部や圃場整備がまだ行われていない地域に多く分布している
ことが明らかとなった。ただし，ミクセルなどによる誤分類と思われるセルも多く見られた。分類の結
果，水稲および大豆の作付面積は農林業センサスの統計データと非常に高い相関を示していた
が，麦や草地，遊休農地では誤差が大きかった。 
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第5章  衛星画像による水田転作実施状況の把握 
 
5.1  背景と目的 
国は 2005 年に「経営所得安定対策等大綱」を決定し，2010 年度を目標として担い手の育成や
農業者・農業者団体の主体的な需給調整システムへの移行などを進めている。これにより，宮城県
では需要動向に応じた米の生産・流通・販売体制の構築を目指すと同時に，大豆や麦類，飼料作
物等の安定生産が進められ，品質の向上と作付面積の拡大を図りながら，売れる麦・大豆の産地
形成が推進されている。大豆や麦類などの生産は気象の影響を受けやすく，生産コストも大きい。
また，大豆生産では圃場の高い排水性が求められる。このため，圃場整備等による生産基盤の整
備とともに，集落の合意や担い手の育成確保を図ることが必要とされている。1963 年度に圃場整
備事業が創設されて以来，宮城県では 2007 年度までに 232 地区の圃場整備事業が実施されてき
ている。 
水田転作は，米余りが顕在化した 1960 年代より始まったが，近年は農業者の高齢化により放棄
水田の増加という問題も発生し，水田転作実施状況の把握は重要な課題となっている。そこで本
研究では，主として圃場整備が行われた農地を対象とし，リモートセンシングおよび地理情報シス
テム(GIS)を利用して宮城県における水田転作の実施状況の把握を試みた。 
 
5.2  対象地域 
対象地域は宮城県北西部の大崎地域とした。大崎地域は県下有数の穀倉地帯であるにも関わ
らず，用水不足や低地特有の強度の排水不良といった阻害要因を有する地帯である。圃場整備
などの基盤整備は他の地域よりも遅れており，水田整備率は長らく宮城県平均を下回っていた
（Figure 5-1）。しかしながら，1987 年の国営大崎西部地区の着工を皮切りに，国営土地改良事業
が導入され，水源（ダム）の確保，用水系統の再編（合理的な水管理・水系の一体化），排水機場
の整備（排水不良の解消）が進み，2002 年以降は宮城県平均を上回った。このように水田が圃場
整備されたことにより，担い手への農地利用の集積，水田の多用途化，圃場の大区画化（Table 
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5-1）が図られている。大崎地域では特に大豆生産は盛んで，宮城県は北海道に次いで大豆の作
付面積が全国 2 位であるが，その中で大崎地域は宮城県の約 3 割の大豆を生産している。また，
大麦生産において宮城県は全国第 5 位であり，水稲以外の作物生産が盛んな地域となっている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Figure 5-1 大崎地域の水田整備面積と整備率の推移
（東北農政局作成） 
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Table 5-1 宮城県の圃場整備実施状況 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
5.3  使用データ 
衛星画像は Terra/ASTER および ALOS/PRISM を利用した。ASTER データは判読に利用し，
PRISM データは圃場のポリゴンを作成するために利用した。ALOS（Advanced Land Observing 
Satellite）は2006年1月に独立行政法人宇宙航空研究開発機構(JAXA)が打ち上げた地球観測衛
星である。センサとしてパンクロマチックの PRISM のほか，マルチスペクトラルの AVNIR-2，合成開
口レーダの PALSAR を搭載している。大崎地域では前述のように，水稲のほか，主に大豆・麦類
（小麦・大麦）の栽培が行われている。各作物のクロップカレンダの概略を Figure 5-2 に示した。宮
城県の水田は 4 月下旬から湛水され，5 月上旬から下旬にかけて田植えが行われている。稲刈り
は 9 月上旬から 10 月上旬に行われる。大豆を栽培する圃場では，通常 5 月中旬に耕起・施肥が
行われ，5 月下旬に播種される。麦栽培の後に大豆を作付けする場合等では，7 月に播種されるこ
整備済水田 
うち大区画 
 
管内 水田面積(ha) 
面積(ha) ％ 
面積(ha) ％ 
 
大崎 32,080 20,960 65 10.236 32 
大河原 12,024 6,342 53 471 4 
仙台 21,441 12,756 59 2,417 11 
栗原 16,100 8,754 54 2,230 14 
登米 16,500 13,481 82 5,173 31 
石巻 11,455 6,414 56 4,397 38 
気仙沼 1,753 285 16 0 0 
 
宮城県 111,353 68,992 62 24,924 22 
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ともある。大豆は 9 月下旬まで成長を続け，10 月上旬から黄葉・落葉が始まり，10 月下旬に成熟期
を迎えて収穫される。秋蒔きの麦は前年の 10 月上旬から中旬にかけて播種され，4 月下旬から 5
月中旬に出穂する。収穫は大麦の方が小麦よりやや早く，5 月下旬から 6 月上旬，小麦は 6 月中
旬から 7 月上旬に行われる。以上のことから，大豆および麦類の作付けを観測するためには，利用
するデータの取得時期として 5 月上旬から 6 月上旬（以下，「初夏のデータ」と記載）および 9 月上
旬から 10 月上旬（以下，「秋のデータ」と記載）が最適であると考えられる。ASTER データの取得日
を Table 5-2 に示す。PRISM 画像の幾何補正には 25000 分の 1 地形図を利用した。また，整備状
況の確認のため，国土交通省国土計画局が提供している「オルソ化空中写真ダウンロードシステ
ム(試作版)」9からダウンロードした空中写真(1975 年撮影)を利用した。1975 年時点では大崎地域
では宮崎小野田地区や一栗地区などで工事が開始されているが，整備が完了している地区はな
かった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
Figure 5-2 宮城県における米，大豆，麦の栽培暦および利用した画像の取得時期 
 
 
 
 
Jan. Mar. Apr. May. Jun. Jul. Aug. Sep. Oct. Nov. Dec. Feb. 
水稲
大豆
麦 
衛星画像の取得時期 収穫 
湛水または耕起 
移植または播種 
初夏 秋 
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Table 5-2 利用した ASTER データ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
5.4  目視判読による水田転作の把握 
情報技術が進み，コンピュータによる数値解析が主流となっているが，衛星画像を画像化して眺
め，情報を得ることが基本であり10，リモートセンシングの専門家以外の方々にも理解してもらえる。
そこで，まず，多時期の ASTER 衛星画像を利用した作付判読を目視により試みることとした。 
本研究の解析手順を Figure 5-3 に示す。解析に当たり，まず大崎市市街地の西部に広がる約
1397ha，1743 圃場を対象に圃場一枚ごとのポリゴンを作成したポリゴンの作成は，2006 年に撮影
された解像度 2.5m の ALOS/PRISM データを背景として画像上で行った。PRISM 画像は対象領域
付近を切り出し，25000 分の 1 地形図を参照して幾何補正を行った。ポリゴンを作成する場合，耕
地として畦畔などを含めるか否かが問題となるが，本研究では，i)農林業センサスにおいて耕地面
積に畦畔を含め，残りの部分については耕地以外の面積としている，ii)PRISM 衛星画像では本地
と畦畔や農道などとの境界が不明瞭である， という理由からポリゴンは畦畔の中央を境界として隣
接するように作成し，畦畔は圃場ポリゴンの一部として含めた。 
次に ASTER 画像とこのポリゴンデータから，GIS データベースを構築した。ASTER 画像は
ASTER 専用ソフト SILCAST で正射投影画像化し，UTM 座標系（Universal Transverse Mercator 
 初夏のデータ 秋のデータ 
2000 5 月 16 日 9 月 21 日 
2001 6 月 4 日 9 月 24 日 
2002 6 月 7 日 9 月 20 日 
2004 なし 9 月 9 日 
2005 なし 10 月 14 日 
2007 5 月 4 日 なし 
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System）で投影した。対象領域の切り出しを行い，この ASTER データと圃場ポリゴンをオーバーレ
イし，目視により圃場ごとの耕種状況を判断できるデータベースを作成した。画像表示ソフトは
ArcGISを使用した。ArcGISの機能により，平均値±2倍の標準偏差の範囲の線形強調をした画像
を用いた。判別結果はポリゴンの属性データとして格納し，検索および解析を行えるようにした。属
性データのフィールドには圃場 ID，面積，および 3 年間の耕種データが入力されている。また，作
成した属性データテーブルをもとに，耕種状況マップを作成して視覚的に作付け状況を確認する
ことが可能である。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Figure 5-3 目視判読の解析方法 
 
左図は目視判読の解析手順，右図は PRISM から作成した圃場ポリゴンのマップ 
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リモートセンシングでは，衛星画像の解析とともに，現地調査（グランドトゥルース：Ground Truth）
が重要視される。グランドトゥルースでは，リモートセンシングデータの補正，解析の補助情報の取
得，解析結果の検証などを目的とし，地上の観測対象物に関する観測，測定，情報収集が行われ
る。本来，解析手法としてリモートセンシングを考えたとき，グランドトゥルースを行わなくとも観測対
象の状態を把握可能であることが理想であるが，十分な知見の蓄積が行われていないなどの理由
で，グランドトゥルースを行うことが必要とされている（森林リモートセンシング11）。しかし，本研究の
ように過去のデータを利用し，かつ年次変化の激しい対象物の解析を行おうとした場合，グランドト
ゥルースを取得することは不可能である。しかし，農地における作物の作付は，作物の栽培暦やそ
の地域の作物統計を利用することで，グランドトゥルースを得ることができなくても衛星画像から判
読することは可能である。前述のように本研究の対象地域では水稲のほか，主に大豆および麦類
の栽培が行われており，各作物の栽培暦もわかることから，衛星画像から稲，大豆，麦類の作付け
状況を判読することはそれほど困難なことではないと考えられる（Figure 5-4）。本研究では近赤外
光・赤色光・緑色光をそれぞれ赤・緑・青で発色し，カラー合成した画像を用いて，以下のことを基
準に各作物の目視判読を行った。 
i) 水稲：移植後，稲が生長するまで，水田は衛星画像では湛水により暗く見え，湛水されていな
い圃場と容易に区別することができる。秋のデータでは，品種および栽培管理方法により稲刈り
の時期が前後するため，稲刈りした圃場と稲刈り前の圃場が混在している。このためこの時期の
データで水田を目視判読することは容易でない。以上のことから，水稲の判読は初夏のデータを
利用した。 
ii) 大豆：初夏のデータでは，大豆畑は播種のため耕起されており，圃場は湛水されない裸地表
面であり，明るく見える。また，秋のデータでは大豆が成熟し，高い植生が確認できる。以上のこ
とから，大豆の判読には初夏のデータおよび秋のデータのいずれも利用できると考えられる。し
かし，6 月初旬までに撮影された初夏のデータだけでは，麦類の後での栽培等で 7 月に播種が
行われる晩期栽培の大豆畑を判読することができない。また，本研究の対象地域では枝豆として
栽培されている大豆は少ないが，8 月中に収穫を終えてしまう枝豆は秋のデータからは判読する
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ことができない。そこで，大豆畑の判読には初夏・秋のデータの 2 時期のデータを利用した。 
iii) 麦類：麦は前年の秋に播種され，翌年の 6 月に収穫されるため，初夏のデータでは植生が観
察される。一方，秋のデータは秋蒔きの麦類の生育期間に含まれないため，作付け判読ができ
ない。よって，麦類の判読には初夏のデータを利用した。 
iv) 遊休農地：放棄されると圃場は雑草に覆われるため，初夏や秋のデータでは植生ありと判断さ
れる。また，毎年作付けが行われないため，複数年のデータで同様の植生が観察されると考えら
れる。 
目視判読の結果を各ポリゴンの属性データのフィールドに格納した。属性データには，圃場 ID，
面積，および 3 年間の作付けデータが入力されている。この作付けデータをもとにポリゴンの色づ
けを行って，大豆と麦類の作付けマップを作成した(Figure 5-5)。遊休農地については，本研究で
は作成した圃場ポリゴンの地域で前述の条件を満たす耕作放棄地はなかった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Figure 5-4 初夏と秋における衛星画像での耕種別見え方の違い 
 
7 Jun 2002 
 
大豆 
麦 
20 September 2002 
水稲 
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Figure 5-5 目視判読により作成した大豆，麦の作付けマップ
0 1 2 30.5 km
作付なし
2000
2001
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0 1 2 30.5 km
作付された年
作付なし
2000
2001
2002
2000, 2001
2001, 2002
2000, 2002
2000, 2001, 2002
麦類の作付けマップ 大豆の作付けマップ 
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5.5  NDVI データのカラー合成による水田転作の自動把握 
前節では目視により各作物の作付け判読を行った。しかし，目視判読による調査は経験を要し，
解析者によって違いが出る。また，広域の調査を行う場合，ポリゴンデータの作成を含め，判読に
は時間と手間を要する。 
そこで，NDVI(式 2)による自動分析を検討した。はじめに各データの NDVI を求め，カラー合成を
行った。農地のような年次変化や季節変化の大きいところでは，各年の植生の生育状況や作物の
作付け状況により様々な色で表示される。Figure 5-6 は秋のデータから求めた NDVI データをカラ
ー合成した時の様子を表している。カラー合成画像では大豆の作付けされた農地が赤・緑・青で
示され，作付け状況をカラー合成により確認できた。しかし，複数年のデータをカラー合成した場
合，ある年においてNDVI値が同じセルでも，他の年のNDVI値が異なれば表示した際の見え方が
異なる。秋のカラー合成画像を見ると，大豆の NDVI 値の他に，他年度における稲の収穫の有無
や刈り取り残さの処理方法等によって見え方が異なる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Figure 5-6 カラー合成のイメージ 
光の三原色- 加法混色 - 
21 September 2000 24 September 2001 20 September 2002 
NDVI画像
複数年の NDVIデータをカラー合成した。複数年のデータから作成した結果，赤・緑・青は 
さまざまな色で表示されている。 
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そこで，カラー合成画像上の濃淡のばらつきを取り除き，必要な情報のみを単純化して取り出す
ため，NDVI値をもとに各データを植生の有無で2値化して作物の作付判別を試みた。解析手順を
Figure 5-7 に示す。まず，前節と同様に利用する ASTER 画像を SILCAST により正射投影画像化
し，地図座標を付加した。解析地域を切り出した後，NDVI を計算し，大豆，麦類それぞれの NDVI
と，それ以外の作物が作付けされている圃場のNDVIを30地点ずつサンプリングした。大豆は秋の
NDVI データから，麦は初夏の NDVI データを調査した。サンプリングの結果を Figure 5-8 に示す。
初夏のデータにおいて，麦類の NDVI は特異的に大きく，秋のデータでは，大豆の NDVI が特異
的に大きかった。この結果から，Table 5-3 で示す閾値により，初夏のデータからは麦類を，秋のデ
ータからは大豆を，それぞれ NDVI で分類した。この閾値による基準により NDVI 画像を 2 値化して
麦類と大豆が作付けされている圃場を抽出した。2000年のデータに赤，2001年に緑，2002年に青
を配色し，3 年分の作付けマップとした。初夏のデータからは麦類の作付けマップを，秋のデータ
からは大豆の作付けマップが作成された(Figure 5-9)。この画像により麦類・大豆の 3 年間の作付
け状況がよく理解された。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Figure 5-7 NDVI に基づく作付判別の解析手順 
NDVI サンプリング・閾値決定 
カラー合成 
ASTER 
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幾何補正・輝度値変換 
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麦類作付 大豆作付 
マップ マップ 
 
カラー合成 
初夏 
2 値化 NDVI 
秋 
2 値化 NDVI 
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Figure 5-8 対象作物とそれ以外の農地の NDVI の比較
左側の 3つのグラフは初夏における麦（黒）とその他（灰）のNDVIの値，右側の 3つのグラフは秋における大豆（黒）
とその他（灰）の NDVI の値の分布を示す。調査はそれぞれ 30 地点ずつおこなった。 
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 Table 5-3 NDVI の調査結果から導かれた閾値 
 
 
 
 
 
 
 
 初夏 秋 
2000 0.10 0.44 
2001 0.18 0.48 
2002 0.47 0.47 
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Figure 5-9 大豆・麦の作付マップ – NDVI に基づく自動判別により作成 – 
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5.6  考察 
 
5.6.1  二つの手法の比較 
4. の目視による判読では，判読結果を圃場ポリゴンの属性データとして格納するため，検索や
解析を行いやすい。一方，5. の NDVI による判読では NDVI のサンプリング結果をもとに自動で作
付けの判読を行うため，広域を短時間で，かつ容易に解析することが可能である。 
作成されたマップを比較すると，大豆と麦類の作付け圃場の結果は類似していた。利用したデー
タは，麦類は両手法とも初夏のデータのみで判別されているが，大豆は目視判読では初夏と秋の
データを利用し，NDVI による判読では秋のデータのみ利用している。前述のように，大崎地域で
は大豆は秋まで栽培されており，子実収穫である。枝豆栽培のある地域では，枝豆収穫前の 7 月
中旬から 8 月中旬までのデータが必要となる。 
 
5.6.2  大豆・麦類のブロックローテーションによる集団転作 
「4.目視判読による水田転作の把握」で作成したポリゴンの属性データをもとに，大豆および麦
類の作付け状況を調べた。解析した対象地域において，2000 年から 2002 年の 3 年間で，大豆を
1 度でも作付けしたことのある圃場は 58%，麦類を一度でも作付けしたことのある圃場は 21%，大豆
または麦類を一度でも作付けしたことのある圃場は 70%であった。 
作成された作付けマップから，大豆および麦類の作付けが一年毎に隣接する農地へ移動してい
る様子がわかる。こうした農地ではブロックローテーションによる集団転作を実施していると考えられ
る。双方のマップを比較すると，大豆のブロックローテーションが行われている地域では，麦類の栽
培がほとんど行われておらず，一方で麦類のブロックローテーションが行われている地域では，大
豆の栽培がほとんど行われていないことが明らかとなった。ブロックローテーションは事前に地域ご
との合意を経て実施される。転作する作物についても話し合いによって決められることから，地域に
より違いが現れたのではないかと考えられる。 
目視判読から得た各農地の水稲・大豆・麦類の栽培履歴の関係について水稲，大豆，麦の作付
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け体系を調査した。調査結果と作付け体系を Figure 5-10に示す。調査した 3 年間で、水稲のみ
栽培している圃場はわずか 3 割であった。4 割以上の圃場で大豆が 3 年に一度栽培されているこ
とがわかる。さらにわずかではあるが，2 期大豆を栽培している圃場や 3 年間連作している圃場もあ
ることがわかった。麦類は大豆のように複数年にわたって栽培されている圃場は観察されず，一度
の作付けのみであった。ほとんどの圃場で大豆もしくは麦類の一方が栽培されていることから、大
豆と麦類のどちらの作物を栽培するかは圃場ごとに、もしくは地域で決められていると考えられる。
また、一部の圃場では麦類を収穫した後に大豆を栽培する二毛作を行っていた。二毛作を行った
圃場では他の年は水稲栽培が一般的に行われていた。寒冷な地域では秋蒔きの麦類の収穫期と
その他の作物の播種期が重なってしまうほか，夏作の生育期間が限られてしまうことから，二毛作
は難しく，実施している農家が少ないと考えられる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Figure 5-10 水田転作の作付け体系 
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5.6.3  遊休農地 
NDVI をもとに作成した大豆と麦類の 2 つの作付けマップを比較したところ，大豆と麦類の両作物
をほぼ毎年栽培しているとされた農地が存在した（Figure 5-11）。前述のように，宮城県では二毛
作を実施することが難しく，導入している農家は少ない。そこで，大豆や麦類の栽培が行われてい
ない 11 月 20 日に撮影した ASTER データと比較をしたところ，11 月末のデータでも，こうした農地
では植生が確認された。毎年二毛作を行っているのであれば，11 月には秋蒔きの麦の播種が行
われているが，苗は生長しておらず，植生はほとんど観察されない。したがって，こうした農地では
二 毛 作 が 実 施 さ れ て い る の で は な く ， 遊 休 化 し て い る 可 能 性 が 高 い と 考 え ら れ る 。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Figure 5-11 遊休農地と思われる圃場 
 
 
大豆作付けマップ 麦類作付けマップ 2001 年 11 月 20 日 
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5.6.4  水田転作に対する圃場整備の影響 
自動化された手法で作成されたマップでは圃場整備をまだ行っていない農地についても NDVI
に基づいて作付け判読を行っている。そこで，整備済みと未整備の圃場における水田転作実施状
況の違いについて比較を行った(Figure 5-12)。大豆や麦の栽培を行っている圃場の多くは，圃場
整備がすでに行われた農地であり，前年度大豆や麦の栽培を行った圃場に隣接して翌年の作付
けが行われていた。特に大豆でこのようなブロックローテーションが観察できた。未整備の圃場で
はほとんど行われていないようである。前述のように，大豆栽培では特に圃場の排水性が重要とな
るため，圃場整備を契機にブロックローテーションによる集団転作を実施することが多い。圃場整
備が行われていない圃場では集団転作を実施しているところが少ないため，大豆の生産性も低い
と考えられる。その結果，水田転作の導入が進んでいないのではないかと推察される。また，ブロッ
クローテーションのような集団転作を行っていない場合，ASTER のような中解像度の衛星から撮影
された画像では一筆単位で大豆や麦を栽培している圃場を判読することが難しく，実際は水田転
作を行っている圃場でも抽出されない。この結果，圃場整備未実施の地域では実際の水田転作実
施面積よりも過小評価されている可能性も考えられる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
Figure 5-12 整備済圃場と未整備圃場との比較 
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次に解析地域の圃場整備実施済み圃場における転作の導入状況について解析した。Figure 
5-13 に調査をした整備済み圃場位置を，Table 5-4 に事業名と緒言を記した。各圃場整備事業ご
とに大豆および麦の作付面積と受益面積に占める割合を求めた。解析結果を，Figure 5-14 およ
び Figure 5-15 に示す。大豆について見ると，ほとんどの事業地区では毎年同じくらいの面積で作
付けされていることがわかる。右のマップを見ると，2 期連続して作付けしている圃場は少なく，年度
毎に作付けされた圃場が変化していることがわかる。一方，麦の作付けは大豆と比較して年度毎の
作付面積の差が大きい。麦は大豆ほどブロックローテーションが確立されていないと思われる。⑤
の桜ノ目地区では他の整備済圃場と異なる作付け体系を示した。大豆・麦ともに 2000 年に作付け
が行われ，2001 年，2002 年はほとんど作付けされていなかった。大豆・麦のマップを比較したとこ
ろ，2000 年は二毛作により大豆と麦が栽培されていた。⑨の通丁地区では，大豆・麦ともにほとん
ど作付けされていないことがわかった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Figure 5-13 解析した整備済圃場
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Table 5-4 解析した整備済圃場一覧 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Figure 5-14 調査した整備圃場における水田転作の実施状況
 番号 地区名 事業名 受益面積(ha) 工期  
① 高倉 低コスト化水田農業大区画ほ場整備 363 H.5 – H.12 
② 矢ノ目 担い手育成基盤整備事業 94 H.5 – H.11 
③ 鳴瀬第一 低コスト化水田農業大区画ほ場整備 197 H.4 – H.12 
④ 渕尻 担い手育成基盤整備事業 95 H.5 – H.10 
⑤ 桜ノ目 低コスト化水田農業大区画ほ場整備 27 H.4 – H.12 
⑥ 鳴瀬第二 低コスト化水田農業大区画ほ場整備 447 H.5 – H.12 
⑦ 新沼 低コスト化水田農業大区画ほ場整備 200 H.5 – H.12 
⑧ 燕袋 担い手育成基盤整備事業 95 H.6 – H.12 
 
⑨ 通丁 低コスト化水田農業大区画ほ場整備 71 H.4 – H.10 
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Figure 5-15 大豆・麦の圃場整備事業別作付面積の解析結果 
 
 
5.7  まとめ 
本研究ではリモートセンシングおよび地理情報システムを利用して宮城県北西部の大崎
地域を対象として水田転作の実施状況の把握を試みた。判読には初夏と秋に撮影された複
数年の Terra/ASTER衛星データを利用した。水田転作の把握は目視による判読と正規化植
生指数(NDVI)による自動判別の二つの方法で行った。目視による判読では ALOS/PRISM
により圃場ポリゴンを作成し，判読結果をポリゴンの属性データとして格納し，大豆，麦
類の作付けマップを作成した。NDVI による自動判別では各作物および年毎に NDVI によ
る基準を設定して実施した。さらに分類した各作物について各年に赤・緑・青の色付けを
した作付けマップを作成した。作成したマップからブロックローテーションによる集団転
作を確認することができた。このカラー画像により各圃場における作付け体系を調べた結
果，対象地域では 3 年に一度大豆や麦類を栽培している圃場が多かったが，麦類と大豆の
二毛作を行っている圃場も存在した。また，整備済み圃場と未整備圃場における水田転作
の実施状況の違いを調査した結果，大豆や麦類の作付けは主に圃場整備済みの農地で行わ
れており，未整備圃場では転作をほとんど行われていなかった。また，整備済みの農地の
中でも，水田転作の実施状況には整備事業毎に違いがあることがわかった。 
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第6章  小学生のビオトープ体験圃場としての遊休農地の利用 
 
6.1  目的 
近年，食育や環境教育の重要性が高まっている。多くの教育現場において学校行事としての特
別活動（修学旅行等）や総合的な学習（以下「総合学習」と呼称）の時間を利用して，農作業体験
や農山漁村における生活体験が取り入れられている。全国農村青少年教育振興会が実施したア
ンケート調査12によると，農作業体験学習を実施している小中学校は 2005 年時点で 63.5％に達し，
2001 年に調査を開始して以来，最高になった。しかし，2003 年（62.6％）以降はほとんど増加して
おらず，実施していない学校は，時間の不足（64.8％），適当な場所（農園）がない（47.2％），学校
や教師の農業に関する技術や知識・情報の不足（20.2％）などを農作業体験学習実施上の問題と
して挙げている。特に圃場の確保と指導者不在の問題が体験学習を実施しない，あるいは実施困
難な理由であることが注目される。 
農作業の体験圃場として遊休農地の利用が考えられる。全国の耕作放棄地面積は年々増加し，
2005 年農業センサスによると，38 万 ha で，5 年前の 2000 年に比べ 12％増加した。こうした増加傾
向に対し，耕作放棄地予備軍である遊休農地を少しでも解消するための取り組みとして，農業や
作物栽培に関心を持つ都市住民などの非農家住民を対象にした，市民農園などのレクリエーショ
ン機能も兼ねた遊休農地の利用が注目されている。このような現状である中，子ども達の教育・学
習場所として遊休農地も積極的に活用することは，学習圃場を有しない学校への圃場の供給およ
び圃場の持続的管理という面から学校および農家の双方にとってのメリットが大きいと考えられる。 
 農業体験学習を実施している学校の 8 割以上が支援組織を有している。支援組織としては農家
や PTA が多く，農協や地域農業改良普及センター，自治体，高校がこれに続く。このほか，NPO
法人等の多様な取り組み主体の育成が推進されている。また，都市と農村の交流活動や農業体験
等，体験型の環境学習が広がっており，人材育成および地域ぐるみの受け入れ体制が確立されつ
つある。このようなグリーン・ツーリズムなどを利用した宿泊型の農作業体験学習が注目される一方，
農村部での体験学習の実態を調査した研究事例13は少ない。農村の活性化や農業の担い手育成
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といった観点からも，農村部の学校における農業体験学習の実施状況について調査し課題等を
把握することの意義は大きいと考えられる。 
そこで本研究では，はじめに中山間地域の農村部に位置する宮城県北部の加美町立鹿原小学
校を事例とし，農作業体験学習および環境教育等の実施状況を調査した。次に地域の農家を指
導者として迎えた遊休農地における農作業体験学習プログラムを実施し，遊休農地の農作業体験
圃場としての利便性を評価するとともに，管理形態に関する課題を明らかにした。また，体験プログ
ラムを発展させるための要件について考察した。 
 
6.2  緒言 
 
6.2.1  対象小学校 
本研究に参加協力してもらうこととなった加美町立鹿原小学校は宮城県北部に位置する人口約
28,000 人の加美町を構成する人口約 8,000人の小野田地区にある。鹿原小学校の全生徒数は42
名（2006 年度）で，各学年 10 名弱の 1 クラスから構成されている。 
 
6.2.2  農作業体験学習の実施状況 
鹿原小学校では総合学習の時間に農作業体験学習を取り入れている（Table 6-1）。農作業体験
学習は 4，5 年生を中心に行われており，A 年度・B 年度と分けて，A 年度では「大地のめぐみ」と題
して生産の現場と直接関わりを持った学習を行っている。近くの農家の圃場を借りて，田植えや稲
刈り，ダイコン栽培を行うほか，海での養殖の仕事についても見学を行っている。B 年度では植林
や枝打ちなどの体験を行い，林業についての理解を深める学習を行っている。A・B 年度を通じ，
山と海とのつながりを総合的に学習するプログラムが作成され，行われていた。 
 このように，鹿原小学校の 4，5 年生は年間 60 時間を使って，農作業だけではなく周囲の自然，
生産現場を通じた総合学習を行っていた。しかし，事前の聞き取り調査の結果，カリキュラムが豊
富なために，栽培している作物の観察や草刈りなどの生育管理が十分行えていないという問題が
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あることが明らかとなった。多くの小学校では農作業体験学習は総合的学習の時間に行われてい
る。総合学習の時間に行われる学習内容に関しては文部科学省が定める「小学校学習指導要領」
の総則に記載されている14。この中で，総合学習では国際理解，情報，環境，福祉・健康などの横
断的・総合的な課題や地域・学校の特色に応じた課題等について学習活動を行うよう定めている。
このことを踏まえ，年間あたり 3・4 年生では 105 時間，5・6 年生では 110 時間（1 単位時間は 45 分）
が与えられた中で，農業のほか，上記のような様々な学習プログラムが組まれている。鹿原小学校
でも環境・福祉・農業・林業・観光・企画運営・情報を学習領域として配し，横断的な学習を行って
いた。このため，農業学習に割ける時間は少なくなり，田植えや稲刈り等のイベント的要素の強い
農作業が中心の活動とならざるを得ず，栽培管理や生育観察はほとんど行うことができない状況で
あった。 
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Table 6-1 鹿原小学校における 4，5 年生の農作業体験学習の内容
＜ブナの森とわたしたち＞ 
「生産」「環境」（60時間） 
1. 豊かな森を守る（36時間） 
  ○今，緑が危ない⑤ 
  ○体験とまとめ 
   植林，下刈り，枝打ち，間伐，
炭焼き 
  ●ホームページ作成⑥ 
2. 山の自然「環境」（13時間） 
  ○ブナの森の恵み② 
  ○私達の詩集② 
  ○登山⑥ 
  ○私達の詩集③ 
3. キャンプ 
「環境・企画運営」（12時間） 
  ○必要物品の調達，準備⑤ 
  ○キャンプ⑧ 
  ●まとめ 
4. 「森」の調査隊（24時間） 
  ○課題設定⑤ 
  ○調べ学習（個人研究）⑮ 
  ●ホームページ作成④ 
注）○の中の数字は授業時間を表
す 
＜大地のめぐみ＞ 
「生産」（60時間） 
1. 土と共に生きる（36時間） 
  ○お米名人に学ぶ⑮ 
  （田植え，アイガモの世話，
稲刈り，はせ掛け，脱穀） 
  ○大根名人に学ぶ⑪ 
  （畝たて，施肥，種まき，間引き，
収穫・出荷，販売） 
  ●ホームページ作成⑥ 
  ○その他のトピックス④ 
2.「食」の探検隊（24時間） 
  ○課題設定⑤ 
  ○調べ学習（個人研究）⑮ 
  ●ホームページ作成④ 
3. 海の生産者たち 
「生産・環境・企画運営」 
  ○海の生産者たち「養殖の仕事」
② 
  ○合宿計画立案，渉外，交流企
画⑤ 
  ○合宿⑮ 
  ○海と山のつながり⑤ 
  ●まとめ（HTML形式）③ 
B年度 A年度 
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6.3  圃場の選定および設計・整備 
本研究における農作業体験学習プログラムは，鹿原小学校，町の農林課，および圃場を借り受
けた地権者の参加のもと，農村工学研究所および東北大学大学院農学研究科の学生がこれらの
関係各所との連絡・日程調整・機材の準備等，トータルコーディネーターとしての役割を果たし，実
施された。2005 年度から圃場整備等の準備を行い，体験学習プログラムは 2006 年度に実施され
た。 
 
6.3.1  圃場の選定 
 本研究は 2005 年度から準備を開始した（Figure 6-1）。はじめに，農作業体験圃場として利用す
る遊休農地の選定を行った。現在耕種されていない農地を調査し，いくつかの候補地に絞り込ん
だ。その中から，圃場へのアクセス性に優れていた，小学校から約 300m，徒歩で約 10 分に位置し
ている遊休農地に絞り込んだ。この遊休農地は耕種が行われなくなってから数年しか経過しておら
ず，かつ定期的な刈払い管理が行われていたため潅木などの侵入はなかったことから，復田作業
にも雑草の刈払いと耕起，畦畔修理以外は大きな労力は必要としないと思われた。圃場の面積は
5 アール弱と小さく，少人数での作業に適していた。また，この土地の地権者である農家が，鹿原
小学校において指導者として農作業体験学習に長年携わっていることもあり，体験圃場として採用
することとした。 
 
6.3.2  圃場の設計・整備 
圃場は農作業体験および動植物等の自然観察ができるような体験ビオトープ圃場を作ることとし
た。選定した圃場を水田区，刈払い区，未処理区，畑区の 4 つの試験区に分けた(Figure 6-2)。こ
のように 4 つの区画を作ることで，処理や管理の違いにより変化する植生の様子を観察できる環境
を整えると同時に，遊休農地の管理の重要性を学習することを意図して設計した。圃場の整備は
地権者である農家に依頼した。稲作体験を行う水田区では耕起・畦畔作り等の整備を行い，もち
品種の「みやこがねもち」を栽培することとした。刈払い区は 6/4，7/24，9/22 の 3 回にわたり，地権
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者の方に依頼して地上約 5cm で刈払いを行ってもらった。未処理区については特別な処理は行
わず，対照区として扱った。畑区は作物が栽培できるよう耕起し，畝立てを行って野菜や観賞用の
花などが栽培できるよう整備した。作物管理においては，子ども達が試験区に入っても問題が無い
よう，水田区および畑区で作物を栽培する際には可能な限り農薬の散布を避けるよう配慮した。 
 
6.4  水稲栽培体験学習の実施 
2006 年度は水田区で水稲栽培，畑区でのヒマワリ栽培を実施した。このうち，本稿では水田区で
実施した水稲栽培の内容を中心に考察する。水田区における水稲栽培体験プログラム（表 2）では，
小学校および指導者である農家との協議の結果，田植え・稲刈りおよび収穫したもち米を利用した
もちつき大会を行うこととなった。 
 
6.4.1  田植え 
田植えは 5 月 18 日に実施した。田植え作業は一般的な総合学習で行われているような手作業
による田植えに加え，協力農家の提案で，オプションとして苗を植える目印をつける田植え枠を使
った実習も行うこととなった。作業指導者として地権者の農家 1 名，指導および作業のサポート役と
して町の農林課職員から 3 名，農村工学研究所から 3 名，東北大学大学院農学研究科から教授 1
名および学生 6 名が参加した。小学校からは児童は 3 年生 5 名，4 年生 9 名，5 年生 5 名の計 19
名および引率の教師 2 名が参加した。作業プログラムは以下のとおりである。 
① 農家から稲の生育についての説明（10 分） 
② 田植え枠を使った実習（10 分） 
③ 手作業による田植え作業（20 分） 
④ 片付け・まとめ（10 分） 
 全ての作業は約 50 分で終了し，移動時間も含めると約 1 時間の体験学習であった。 
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6.4.2  生育管理 
水管理，除草などの生育管理はカリキュラムの都合上，農家に全面的に依頼した。児童の作業
を考え，農薬散布は極力控えることとした。しかし，2006 年の 7 月は低温が続きカメムシおよびイモ
チ病の被害が危惧されたため，学校の承諾を得た上でイモチ病予防剤・治療剤を散布した。雑草
の発生はほとんど無く，手作業による除草のみ行った。 
 元肥として堆肥を投入していたが，現存窒素量が多く存在していたため通常よりも生育は旺盛で
あった。 
 
6.4.3  稲刈り 
稲刈り体験学習は 10 月 3 日に実施した。参加者は田植え体験学習と同じである。オプション作
業として刈り取った稲のはせ掛けを行う予定であったが，人数および時間の都合から今回は水田
区以外の試験区において大学生らの説明による植物観察を行うこととなった。作業プログラムは以
下のとおりである。 
①刈取り方法について，農家から説明（10 分） 
②鎌による稲刈り実習（20 分） 
③圃場の観察（15 分） 
④片付け・まとめ（5 分） 
 プログラムは約 50 分で終了した。収穫後は農家に乾燥・脱穀を行ってもらった。水田区約 1 アー
ルで約籾重量にして十分な約 50kg（500kg/10 アール）の収量を得ることができた。 
 
6.4.4  餅つき・試食会 
餅つきは全校生徒で実施し，できた餅は給食として振舞われた。準備にあたり，農家および PTA
の協力を要請し，臼や杵の調達，もち米の蒸かし等の作業に協力してもらった。時間を考慮し，餅
つき 1 回分のみを児童等でつき，給食で不足する分については町のボランティア団体に依頼し，
機械でついてもらうこととなった。 
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Figure 6-1 体験学習実施前の準備 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Table 6-2 稲作体験学習の作業工程
①試験圃場の選定 
②地権者との交渉 
③圃場の設計 
④試験的栽培実施 
・ソバの播種 
・水田に水を入れる 
⑤学校へ協力依頼 
⑥プログラム準備 
・圃場整備 
・小学校との打ち合わせ 
・種もみの浸漬，温湯消毒 
・水田の畦畔作り 
・種まき 
・水田区耕起，畑区で畦立て 
・田植え体験学習 
・水管理・除草 
・いもち病予防剤散布 
・いもち病治療剤散布 
・カメムシ防除 
・稲刈り 
・餅つき 
3 / 8 
4 / 16 
4 / 20 
4 / 2  
5 / 18 
6, 7月 
7 / 24 
7 / 29 
8月中旬 
10 / 3 
12月 
作業内容 時期 
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Figure 6-2 圃場設計図
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6.5  遊休農地を利用した農作業体験学習の評価 
 
6.5.1  アンケート調査の概要 
農作業体験学習を終えて，アンケート調査を実施した（Table 6-3，Table 6-4，Figure 6-3）。アン
ケート調査は，稲作体験学習に参加した 3，4，5 年生（計 19 名），学級担任 6 名および指導者であ
る農家を対象に 2007 年 4 月に実施し，回収率は児童 95％（18 名），学級担任 100％（6 名），農家
100％（1 名）であった。質問はそれぞれ 10 問から 15 問程度で，体験学習の感想および課題抽出
を目的として行われた。 
 
6.5.2  アンケート調査による体験学習の評価 
農作業体験学習で行った稲作体験について，ほぼ全ての児童が学校での「楽しかった」と回答
している。農業を営んでいる家庭が多い農村部の子ども達は，家の農業の手伝いを経験している
が，自ら栽培し収穫する喜びを経験したことがある子どもは少なく，また手作業による田植えや稲
刈りの経験もほとんどないため，総合学習の時間に行われる農作業体験学習を楽しみながら取り
組んでいた。教師からも農作業体験学習を実施することに全員賛成であった。その理由として児童
達は，家庭の農業の手伝いではあまりすることのない手作業での作業の楽しさ（泥の感触が新鮮
であったこと）や収穫の喜び（収穫が楽しかったこと，自分達で栽培したので餅がおいしかったこと），
農作業での新たな発見（稲刈りの仕方で注意すべき点が学べたこと）などを挙げている。教師達は
土に触れ，作物を栽培する経験を得ること，体験学習を通じて理科から食育までを系統的に学習
することなどを目的に農作業体験学習を行っていた。また，ほとんどの児童が田植え体験の際に行
った田植え枠のような，昔使われていた農具に強い関心を示していることも明らかとなった。 
このように体験学習が良い経験となっている一方で，課題も明らかとなった。一つ目の課題として，
「農業についてもっと知りたい」，「将来農業をやりたい」と回答した児童が半数程度にとどまり，農
業への関心の高まりがはっきりと認められなかったことである。本研究ではこの原因を明らかにする
ことはできなかった。しかし，「わからない」と回答した児童も多数いたことから，体験学習が「楽し
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い」経験にとどまり，農業理解を促すまでに至らなかったのではないかと推察された。作業内容に
ついては田植え枠の実習を除き，田植えや稲刈りなど単純な作業のみであったことから，学習意
欲をかき立てるような作業を加えることも検討する必要があると考えられる。二つ目の課題としては，
農業の苦労体験がほとんどできなかったことである。指導者である教師および農家達は子ども達に
農作業体験を通じて学んでほしいこととして「収穫の喜び」や「農業の楽しいところ」といったポジテ
ィブな側面だけではなく，「農家の苦労」や「農業の難しいところ」などのネガティブな側面について
も学ぶべきであると考えている。苦労体験をすることで，「収穫の喜びが増す」，「農業の理解が深
まる」ことが期待される。ポジティブな側面については今回の農作業体験プログラムで体験すること
ができていた。しかし，ネガティブな側面についてはこのプログラムでは体験することが難しいという
意見が聞かれた。教師および農家は，カリキュラムの都合上省略した草取りや水管理などの生育
管理を苦労体験として行わせたいと考えていた。三つ目の課題として，子ども達と農家との交流の
機会を増やすことが挙げられた。作業の指導やコミュニケーションを通じ，子ども達は農業理解を
深めることができるとともに，農家も将来の農業を担う子ども達がどういう考えを抱いているのかを知
る機会が得られると考えられる。交流の機会を増やすプログラムとして，農家からはグリーン・ツーリ
ズムで行われている農家での民泊体験等を取り入れることも有効であるという意見が得られた。 
 
 76
Table 6-3 児童へのアンケート結果 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Table 6-4 教師へのアンケート結果 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Figure 6-3 教師へのアンケート結果
家庭で農業を営んでいる はい (16) いいえ  (2) 
農業を手伝ったことがある はい (14) いいえ  (2) 
楽しかった作業 田植(13) 稲刈り(16) 餅つき (17) 
自主的に観察した 1-4 回(4) 5 回以上(2) いいえ (11) 
農業についてもっと知りたい はい  (7) いいえ (2) わからない(8) 
将来農業をやりたい はい  (9) いいえ (6) わからない(3) 
昔の農具を使ってみたい  はい (17) いいえ (1) わからない(0) 
農作業体験学習は
必要か 
はい 
(6) 
いいえ 
(0) 
どちらともいえ
ない (0) 
総合学習の時間に
農作業体験学習を
する必要があるか 
はい 
(4) 
いいえ 
(0) 
どちらともいえ
ない (2) 
圃場までの距離 
近い 
(1) 
ちょうど良い (3) 
遠い 
(2) 
管理作業が行える圃
場の場所 
校内・隣 
(4) 
徒歩 10 分以内
(2) 
それ以上も可
(0) 
・草取りなどの管理作業も子ども達ができれば
やるべき 
・基本的に農家等の管理人に任せ，年に数回
こどもたちに生育管理をやらせる 
作物の管理等の 
作業 
・子ども達だけでは作業させられない 
・作業用具による怪我,野生動物,交通事故,用
水路への落下などの危険性あり 
・学習内容をより充実させるため
　加えたほうがよい作業内容（複数回答）
0 1 2 3 4 5 6
その他
民泊
大学生との交流
草取り
農家の人との会話・交流
伝統的な農法
・農作業を通じて子ども達に学んでほしいこと
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（複数回答）
0 1 2 3 4 5 6
その他
農作業
土の感触
農業の難しいところ
農業の楽しいところ
作物ができる過程
農家の苦労
収穫の喜び
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6.5.3  管理形態に関する考察 
遊休農地を農作業体験圃場として利用する場合，事前の圃場の整備および作物の栽培管理を
誰が行うのかを明確にする必要がある。 
耕作放棄地にまで至っていない，定期的な管理が行われている今回利用したような遊休農地で
あれば，耕起や畦畔の修理等，比較的容易な整備のみで農地として利用可能になると思われる。
しかし，容易とは言え労力を要することから，事前の整備については農家や支援組織の協力が必
要である。 
栽培管理については，体験学習の一環として学校側で行うことが望ましいと考えられるが，授業
時間の都合上，農家等に委託する必要がある。また，水稲栽培等では専門的な知識も要すること
から農家の協力をあおぐことが望ましい。ただし,草取りなどの苦労体験を子ども達にさせるために，
年に数回程度，児童等に管理作業を体験させることは非常に有意義であると考えられる。 
アンケートから，数名の児童が自主的に圃場へ赴き，自ら植えた作物の生育状況を観察してい
たことが判明した。しかし，草刈り等の管理作業を行う場合は鎌などの作業用具により怪我をする
おそれがあり，また校外での作業になるため交通事故や野生動物に襲われる危険があるため,必
ず教師や農家等の大人が同伴する必要があると全ての教師が回答している。管理作業も体験学
習の一環として定期あるいは数回にわたり実施する場合，圃場へアクセスしやすいことが不可欠な
長所である。アンケートでは，定期的な管理作業を行おうとした場合，圃場は学校に近い程良いが，
徒歩で 5 分から 10 分の距離であれば可能であることが明らかとなった。 
さらに，児童達が圃場で作業することを踏まえて，できるだけ農薬を使用しない圃場管理法を採
用する必要があると考えられる。 
 
6.6  まとめ 
 
6.6.1  現行プログラムの課題および解決策の模索 
農村部の小学校で農作業体験学習を行うにあたって，恵まれた自然環境や周囲に広がる生産
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現場等の良好な立地条件を活かした活動が可能と考えられる。しかし，カリキュラムが過密である
ため，生育状況の観察が行われず，結果的に栽培管理を全て農家に依頼していた。苦労体験等
のネガティブな側面について学習することも体験学習では重要視されることから，草取りや水管理
等の圃場の管理作業も体験学習のプログラムに加えることが望まれる。この問題の解決には，農家
の協力と小学校近くにある遊休農地利用が要件となる。良好なアクセスにより，授業時間内に草刈
りなどを行うことができる。 
また，多くの学校で課題とされている指導者の不在や専門知識の不足については，農村部にお
いては提携農家やその他の支援組織の協力が有力な解決策として考えられた。このような協力者
の参加により，田植え枠や稲のはせ掛けのような伝統的な田植え体験学習を実施することができ，
農業体験の教育的側面が向上すると考えられる。しかし，都市部での協力者の実態把握および解
決策の考察は今後の課題として残された。 
 
6.6.2  遊休農地の農作業体験圃場としての活用 
水田や畑が耕作されない理由として，高齢化や後継者不在による労働力不足や米の生産調整
など様々な要因が考えられる。耕作されなくなった農地は，定期的な刈払いや耕起を行わないと
雑草の遷移が進行し，農地として復元する際に大きな労力を要する。耕作放棄地予備軍である遊
休農地を少しでも減少させる取り組みが急務である。今回利用した圃場は定期的な刈払いが行わ
れていたことから，復元に際して大規模な整備を行う必要がなく，十分な収量も上げることができた。
ただし，しばらく耕起されなかった場合，施肥量等に注意を払う必要があるため，プログラム実施前
に試験的な栽培を行うことが望ましいと考えられる。 
遊休農地を小中学生の農作業体験学習に利用するにあたり，増加を続ける遊休農地の解消方
法の一つとして期待されたが，本研究では少人数の学校が参加した体験学習であったため，体力
や作業時間を考慮すると十分な面積であった。しかし，遊休農地の総面積に比べると極めて小さ
な数値である。このことから，体験学習圃場として利用することは，遊休農地解消の有効な手段と
は考えにくい。しかし，農作業体験学習を実施していない学校で課題とされる体験圃場不在の問
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題を解決する方策の一つとして遊休農地を利用することの可能性を本研究により検証することがで
きた。農家にとっても遊休農地の有効活用が期待でき，学校および農家の双方にとってメリットを生
じるほか，農地の多面的機能が維持されることから地域にとっても有用であると考えられる。 
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第7章  総括 
 
本 研 究 は ， 宮 城 県 北 部 の 大 崎 地 域 を 対 象に 解析 を 行 っ た も の であ る 。 前 半 部 で は
Terra/ASTER 衛星画像により遊休農地の判別法の開発および水田転作実施状況の把握手法の
開発を行った。後半部では遊休農地における植生変化の解析および遊休農地の活用方法として
小学生のビオトープ体験を実践，検証を行った。 
第1章では，まず，研究の背景として日本の食料・農業・農村を取り巻く環境について触れた。特
に本研究で取り上げた遊休農地，水田転作，小学生たちの農作業体験学習について，現在の活
動の展開状況や抱えている課題などについて要約した。その上で，本研究の目的を簡潔に述べ
た。 
第 2 章では，本研究で解析ツールとして主に利用したリモートセンシングおよび GIS の技術につ
いて，およびデータとして利用した Terra/ASTER 衛星画像について簡単な解説を行った。リモート
センシングは広域把握を得意とし，土地利用の調査などに利用されている。GIS はデータに空間情
報を持たせて管理・解析・検索を行い，その結果を表示する機能を有する。ASTER 衛星画像は可
視・近赤外域，中間赤外域，熱赤外域を多バンドで 2000 年から現在まで観測を続けている。 
第3章では，解析対象である宮城県北西部の大崎地域における農業について概略を述べた。ま
た，2001 年に撮影された ASTER 衛星画像を見ながら，大崎地域における作物の栽培暦を述べた。
長年にわたる排水不良改善のための土地改良により，大崎地域は全国でも有数の水田転作地帯
となっている。 
第4章では多時期ASTER画像を利用し，宮城県北西部の農地分類を行った。多時期の分光特
性および NDVI の調査から耕作地は作物によって特有の分光特性パターンを示すことが明らかと
成ったが，遊休農地では管理法や放棄後の年数などによってさまざまなパターンを示すことがわか
った。この調査結果をもとに，分類が容易なものを先に抽出する分類法により農地の分類を行った。
作成したマップから，遊休農地として分類された農地は山間部や圃場整備がまだ行われて
いない地域に多く分布していることが明らかとなった。ただし，ミクセルなどによる誤分
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類と思われるセルも多く見られた。分類の結果，水稲および大豆の作付面積は農林業セン
サスの統計データと非常に高い相関を示していたが，麦や草地，遊休農地では誤差が大き
かった。 
第 5 章では，リモートセンシングおよび GIS を利用して水田転作の実施状況の把握を，目視によ
る判読と NDVI による自動判別の二つの手法で試みた。目視判読法では圃場のポリゴンを作成し
ASTER 画像とともにデータベース化して目視判読を行うためのシステムを構築した。作付けは初夏
と秋の 2 シーンのデータから判読し，結果はポリゴンの属性データとして数値化した。属性データを
もとに作付面積の動向調査や作付け体系を作成，作付け状況マップの作成を行った。NDVI によ
る自動判別では，2000 年，2001 年，2002 年に撮影された初夏と秋の両データから求められた
NDVI の閾値から 2 値化データを作成し，カラー合成を行った。作付けマップから，ブロックローテ
ーションによる集団転作が確認できた。また，水田転作への圃場整備の影響などの調査も行った。 
第 6 章では，中山間地域の農村部の小学校を事例とし，ヒアリング調査をもとに地域の農家を指
導者として迎えた遊休農地における農作業体験学習プログラムを実施し，遊休農地の農作業体験
圃場としての利便性を評価するとともに，管理形態に関する課題を明らかにした。農作業体験圃場
として，定期的な刈払い管理が行われていた小学校から約 300m，徒歩約 10 分の 5 アール弱の遊
休農地を選んだ。選定した圃場を水田区，刈払い区，未処理区，畑区の 4 つの試験区に分けた。
農作業体験学習として田植え・稲刈り・餅つきを行った。各作業は約 50 分で終了し，移動時間も含
めると約1時間の体験学習であった。農作業体験学習を終えて，体験学習の感想および課題抽出
を目的として児童・教師・農家にアンケート調査を実施した。体験圃場が学校から近いことで草取り
や水管理などの生育管理を苦労体験として行わせることが可能であると考えられたが，カリキュラム
の都合上省略せざるを得なかった。多くの学校で課題とされている指導者の不在や専門知識の不
足については，農村部においては提携農家やその他の支援組織の協力が有力な解決策として考
えられた。このような協力者の参加により，田植え枠や稲のはせ掛けのような伝統的な田植え体験
学習を実施することができ，農業体験の教育的側面が向上すると考えられた。
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